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経済学研究 42-3
北海道大学 1992.12

<研究ノート>

ケインズ F一般理論』私注

賃金基金説の系譜について (26)

白井孝昌

われわれは前稿川こおいてハーパート・サイモ

ンの著書「組織管理行動~ (第2版)2)の第IV章「組

織管理行動における合理性J3)の91'手段と目
的」の最後のサブセクション 1-2 '手段・目的

図式の諸限界J(Limitations of the Means-End 

Schema)4)を構成する諸パラグラフの内容を紹介

した。目的集団としての〈管理組織〉を舞台と

して、演じられる〈組織管理行動〉が何らかの意

味において〈合理性〉という性質を有すること

を明らかにするうえで不可欠の概念が〈諸目的

の位階制>(the hierarchy of ends) 5)であり，そ

うして，その概念を「操作的に有意味なJ(oper-

ationally meaningfuI)な理論的仮説の枠の中に

位置付けようとするとき，それはより単純にし

て確定的な〈手段・目的図式>(the means-end 

schema)の形式によって表現されることになるの

である。 そのように形式化された〈手段・目

的図式〉は現実の管理組織の中で多少とも柔軟

に運用される〈諸目的の位階制〉のありように

照らして見るとき，その実態を十分に表現して

1 ) 拙稿「賃金基金説の系譜について(25)J本誌第42巻
第1号(1992年6月)， pp.48-73. 
2) Herbert A. Simon，Administrative Behavior， A 
Study 01 Decision.Making Process in Adminis 
trative Organization (N ew Y ork : MacmiIlan and 
Co. ，2nd ed.， 1957) 
3) Chapter IV Rationality in Administrativ巴
Behavior， ibid . ， pp. 61-78. 

4) Ibid.， pp.64-66. 
5 ) この語句はサイモンの第IV章のD'手段と目的」
のサブセクション1-1 (Ibid. ， pp. 63-64)の題名で
もある。

いないと思われる点がいくつか生じることは不

可避であるだろう。それらの点のうちとりわけ

重要と思われる三つの点をサイモンは上記のサ

ブセクション 1-2 '手段・目的図式の諸限界」

において論じていたのである。

〈手段・目的図式〉の第1の限界は，サイモ

ンの言葉によると，特定の一つの行動の選択肢

を選択することによって達成される諸目的は，

それとは別の行動を選択することによって到達

することができたであろうところの他の選択可

能な諸目的を考慮に入れ損なうことを通じて，

しばしば，不完全に，あるいは，間違って記述

されるJ (the ends to be attained by the choice 

of a particular behavior alternative are often 

incompletely or incorrectly stated through 

failure to consider the alternative ends that 

could be reached by selection of another 

behavior)6)ことに見いだされる。

いま， <手段・目的図式〉の中で手段として位

置付けられる事項がk個あるとすれば，それらを

記号M;(i=1，2，・・・，k)で表し， また， 目的と

して位置付げられる事項が叫固あるとすれば，そ

れらを記号fう(j=1，2，…， n)で表すことにしよ

う。そうして，いま仮に，分析者が全能で過誤を犯

すことがないものと想定した場合，ある管理組

織の行動の背後に潜む〈諸目的の位階制〉は，

{M]，M2，…，Mk} →{P1，九，…，Pn}

6 ) Ibid . ， p . 65 . 
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という形式の〈手段・目的図式〉によって，す

くなくとも諸目的の個数にかんしては，完全に，

あるいは，間違いなく記述されるものと仮定す

ることにしよう。

次に，この管理組織では，これまで特定の手

段，たとえば，M，だけが選択されてきており，

その他にはどのような手段があるかはその組織

の行動を観察することからは知ることができず，

列挙される選択可能な諸手段の個数は分析者の

洞察力に依存するものとする。上掲の〈手段・

目的図式〉についてわれわれが仮定したところ

によると，全能の分析者の洞察力によれば，こ

の管理組織の意思決定者の視野に入るべき諸手

段は観察されるM，を含めて全部でk個存在するこ

とになる。そうして，それら削岡の諸手段のすべ

てが視野に置かれるとき，初めてそれらが貢献

する例固の諸目的のすべてが完全に，あるいは，

間違いなく列挙され得るのである。

いま，全能ならざる分析者が手段M，について

の現実の観察結果と彼の十全ならざる洞察力と

を用いて，この管理組織によって追求されるべ

き諸目的を列挙するならば，n1回の諸目的のすべ

てが完全に，あるいは，間違いなく列挙される

とは限らないであろう。そこで彼には叫固よりも

少ないm個の諸目的しか列挙できなかったもの

として，それらが，たとえば，

{P"九，…，Pm} ただし m<n 

であったと想定しよう。そうして，彼はこれら

の諸目的に照らして手段M，の選択が合理的な選

択であると結論しているものとする。その場合，

しかしながら，全能の分析者によって完全に，

あるいは，間違いなく記述される叫固の諸目的の

集合に照らして，k個の諸手段を選択肢として考

えたとすると，M，以外の諸手段のどれか一つを
選択するのが合理的であるという判断が下され

るかも知れないであろう。そうであるとするな

らば，手段M，の選択はもはや合理的な選択では

ありえない。

このように現実の全能ならざる分析者が〈手

段・目的図式〉を作成するとき，たとえば，諸

目的Pm+"…，Pnを考慮に入れ損なうことによっ

て，諸目的の集合は不完全に，あるいは，間違

って記述されることが， Gばしば，起こりうる

という訳である。

以上が〈手段・目的図式〉の第1の限界とサ

イモンが呼ぶところのものであって，それをわ

れわれは前稿の第CXVI節7)において説明したので

ある。

〈手段・目的図式〉の第2の限界は，サイモ

ンの言葉によれば，現実の状況では，手段を目

的から完全に分離することが通常は不可能であ

るJ (in actual situations a complete separa-

tion of means from ends is usually impos-

sible)という事情，あるいは，選択肢となる諸

手段は価値評価上，通常では中立的でないJ(the 

alternative means are not usually 

valuationally neutraI) 8)という事情から生じる。

そのことが述べられてあるサイモンのパラグラ

フ (15) には，また，飲酒にかかわる節制」

(temperance)が，{窮極的な〉目的J(the “ulti-

mate" objective) 9)であると述べられているけれ

ども，それは操作的に有意味な理論的仮説の中

に位置付けられるものとして限定的に定義され

るべき概念ではありえないから，上記の記号円で

表示される類いの〈目的〉ではない。〈諸目的の

位階制〉の階梯を上方へとさかのぼれば，やが

て，操作的に有意味な概念のレヴェルを超越し

て，より抽象的にして，より普遍的な概念のレ

ヴェルに到達するが，その場合，サイモンの第

四章「意思決定における事実と価値」において

約束された用語法に従えば，それは〈目的〉で

はなくて〈価値〉と呼ばれなければならない。

したがって，飲酒にかかわる節制」という〈価

値〉はη個の記号fうのどれか一つで、はなくて，新

しい記号Vで表されるのが適当であろう。

ところで， {手段・目的図式〉の第1の限界を

7) 本誌前号， pp.52-53. 

8) Simon，op. cit. ，p.65. 
9) Ibid. 
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解説するに当たって利用した諸手段と諸目的の

集合は「選択肢となる諸手段から価値評価上，

中立的であるJ (the alternative means are … 

valuationally neutraI)という単純化の仮定を暗

黙のうちに置いて定義されていたのであるから，

それらは一つの価値を追求するかのような形を

とっているのであると言うことができる。した

がって，その価値の存在を明示的に表現するな

らば，

{M]，Mz，…，Mk}吟 {p]，九，…，凡}=TV 

と書くことができるであろう。いま，たとえば，

手段Mkを禁酒法下での警察による内偵捜査のた

めの一方法であるとするならば，その手段を正

当化するための ，{窮極的な〉目的」である価値

Vは「飲酒にかかわる節制」であるということ

になるであろう。そうして，MkとVの聞の関係

に不明確なところが残るとするならば，それは

価値Vが操作的に有意味な理論のレヴェルを超

越してしまっているからにほかならないであろ

つ。

じじつ，手段Mkは価値Vにだけかかわりを有

するのではなくて，たとえば ，個人の自由」あ

るいは「プライヴァシーの保護」といった別の

価値V'にも深いかかわりを有するのである。い

まこの価値を追求するという文脈に沿って一つ

の《手段・目的図式〉を作ると，

{M]'，Mzン"，M/}吟 {p]'，九ン・・，Pn'}=TV' 

と書き表すことができる。価値Vにかかわる前

者の〈手段・目的図式〉の中で記号Mkによって

表示されていた警察の内偵捜査の一方法は，価

値V'にかかわる後者の〈手段・目的図式〉の手

段集合の中のk'個の記号M/のうちのどれか一つ

で表されている筈である。このとき，手段Mkは
価値評価上，中立的ではないという。このよう

な状況のもとで，手段Mkが価値Vにだけつなが

るかのような形式を取る前者の〈手段・目的図

式〉に照らして，手段Mkを含む選択肢集合の中

での選択を考えるなら，誤った結果にみちびく

おそれがあることは明白であろう。全能の神な

らぬ現実の分析者が作成する〈手段・目的図式〉

には，しばしば，このような限界が伴うという

ことをサイモンは指摘しているのであるが，わ

れわれはそのことを前稿の第C却11節10)で解説し

たのである。

〈手段・目的図式〉の第3の限界は，サイモ

ンの言葉によれば，手段・目的という用語法は

意思決定における時間要素の役割を暖昧にする

傾向があるJ(the means-end terminology tends 

to obscure the role of the time element in 

decision-making) ]])ということであった。組織管

理行動は時間の経過を通じて行われる一つの過

程の中で何等かの型(pattern)を取るものとして

認識されるがゆえに， {行動〉もしくは〈振る舞

い>(behavior)と呼ばれるのである。その行動

にかんする意思決定は当然，時間要素から独立

ではありえない。これまで〈手段・目的図式〉

の第1と第2の限界の説明でわれわれが用いて

きた記号図式は，あたかも意思決定が時間要素

から独立であるかのような形式になっているが，

しかし，それは静学的状態 (staticconditions) 

という単純化の方便が暗黙のうちに仮定されて

いたからにほかならない。いま，その仮定を取

り去って，すくなくとも諸目的の時間的位置を

明示的に特定化する必要があることを認めるな

らば，それら諸目的はたんなる集合として記述

されるのでは不完全でFあって，それぞれの目的

の時間的位置が規定された時系列 (atime 

series)として，たとえば，

{P1'，九・・・，Pn'}t

のように表示されなくてはならないであろう。

ここで，記号{…Lはそこに含まれる諸要素が時
系列を成していることを示し，その要素の記号

Pの添字j'(j'二 l'，2'，…， n')は1からnまでのn

個の正の整数のうちの任意の一つを表し，しか

10) 本誌前号， pp.53-55 
11) Simon，ゆ.cit. ，p. 65 . 
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も，それらは互いに重複しないものとする。そ

うすると，この場合， <手段・目的図式〉は

{M1 .M2 • … .Mk} 吟 {P1 '.P2 '. … .Pn' }，2)V

と表されるであろう。これは従前の図式と比べ

ると，諸目的の記述が時聞にかんしてより限定

的になっている。

この形式をより具体的にするために，諾目的

の価値評価上の指標を与える効用関数を想定し，

そうして，その指標が時間割引率rによって現在

価値に転換できるものと，われわれは仮定した

のである。そうすると，現在における価値Vと

将来にわたる時間の奥行きのなかに配列される

諸目的P/との聞には，次のような関係が設定さ

れるであろう。

ここで時間割引率rの値を大きくすればするほど，

価値Vに占める長期的目的Pn'.Pn-I"…の比重

はそれだけ低下することが判るであろう。かつ

てのフランス国王ルイ15世が〈後は野となれ山

となれ〉と言い放ったとき，この王の胸中にあ

った価値体系は「時間を重く割り引く」という

特性を有していた訳である。以上の議論を，わ

れわれは前稿の第CXVIII節12)で紹介したのであっ

た。

単純な〈手段・目的図式〉が十分に表現する

ことのできない「意思決定における時間要素の

役割」のもう一つ別の局面について，サイモン

はパラグラフ(17) で次のように述べていた。

「若干の諸決定は，それが一つの新しい状況

を作り出し，そうして，その状況がさらにその

後に続く諸決定に影響を及ぽすという意味で取

り返しのつかないCirrevocable)ものである。

経済学で考察される状況では，このようなこと

は固定費用 (fixedcosts)の存在によって説明

される。もしもある製造業者が靴を製造するた

12) 本誌前号.pp.55-57. 

めの工場を建設するか否かについて決定しよう

としているものとするならば，彼の問題は，そ

の靴を販売することによって彼が得るであろう

収入が彼の出費を払い戻すことになるか否かを

決定することである。しかし，もしも彼がすで

に製靴工場を持っているとするならば，この工

場の費用は取り戻すことのできない〈埋没〉原

価 (a“sunk"cost)であり，そうして，靴を製

造するために彼が負担しなければならない新規

の追加的な費用をその収入が償うかぎり，たと

え全体としては損失が生じるとしても，彼はそ

の靴の製造を続けるであろう。それゆえ，その

工場を建設するという決定は彼のそれ以後の諸

決定に影響を及ぽすのである。数期間にわたる

個人および組織の両方の行動の中に相対的な整

合性を生み出すうえで，その他のいかなる要因

よりも大きな説明を与えるものは，これらの長

期的にして，かつ，取り返しのつかない諸決定

の存在なのである。」川

前稿の後半部分を成す第CXIX節から第CXXV節

までの 7個の節14)は，すべてサイモンのこの陳述

への注釈であった。ここでサイモンが挙げてい

るミクロ経済学の企業の理論における固定費用

の取り扱いは，初歩的な周知の問題で，解説の

必要はないかに思われるかもしれない。しかし

ながら，前稿でわれわれがそれを〈資本の限界

効率〉を機軸的概念とするケインズの投資理論

にはっきりと結び付けて論じた試みは，必ずし

も陳腐な議論として無視されるべきものではな

いと思われる。その議論は，とりわけ，次の 2

点において，重要な論点、を示したものとして受

け止められなくてはならないであろう。

その第1の論点は〈減価償却の理論>(Theory 

of Depreciation)の基礎にかかわるものであり，

そうして，第2の論点は，第1の論点から派生

するものであって， <資本の限界効率〉の定義に

新しい局面を追加するものである。

13) Simon.o戸.αt..p.66. 
14) 本誌前号.pp.57-72.
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まず， <減価償却〉にかんする基本的諾概念に

ついて予備的な解説から始めると，上掲のサイ

モンの陳述にある「製靴工場」は会計学上の用

語でいえば，一つの集合体としての〈減価償却

資産〉である。すなわち，それは減価償却の対

象になる諸資産の集合体である。ちなみに，減

価償却の対象になる資産は〈有形固定資産〉の

みならず， <無形固定資産〉に含まれるものもあ

る。後者の例としては，たとえば r電信加入権」

と「電信電話専用施設利用権」が，いずれも〈耐

周年数}20年の〈減価償却資産〉として挙げら

れる。

サイモンの「製靴工場」は〈建物〉と，それ

に付属する電気設備，照明設備，給排水設備，

衛生設備，ガス設備，冷暖房設備，ボイラー設

備，昇降機設備，消火・排煙設備，災害報知設

備，エアーカーテン，自動開閉装置，日よけ設

備，等を含む〈建物付属設備}，自動車，自転車，

フォークリフト， トロッコ，その他の〈車両及

び運搬具}，靴製造用の機械設備等を含む〈機械

及び装置}，測定工具，検査工具，治具，取付工

具，成型・つや出しロール，型・鍛圧工具，打

抜工具，切削工具，等の〈工具}，事務机，キャ

ビネット，応接セット等の家具，電気器具，ガ

ス機器，家庭用品，看板，ネオンサイン，容器，

金庫等を含む〈器具及び備品〉などの〈有形固

定資産〉の集合体であると考えられる。ちなみ

に，未加工の皮革，糸，化学薬品等の原材料の

備蓄や，仕掛品および完成品の在庫は〈棚卸資

産〉として〈流動資産〉に分類されるから，そ

れらは減価償却の対象にはならない。

さて，そのような〈有形固定資産〉の集合体

としての「製靴工場」を建設し，そうして，直

ちに操業できる状態にしておくのに必要な諸経

費の合計額を，その「製靴工場」の〈取得原価〉

(acquisition cost)と呼ぶことにする。そうして，

われわれは前稿において，その工場の操業開始

時点を記号九で表すのに対応させて，その〈取得

原価〉を記号Foで表すことにしたのである。そ

の工場を直ちに操業可能な状態にして置くため

に，たとえば r電信電話専用施設利用権」のよ

うな減価償却の対象となりうる〈無形固定資産〉

が必要とされる場合には，その種の〈無形固定

資産〉の価値が「製靴工場」の〈取得原価〉の

中に含まれなくてはならないであろう。

ところで，この「製靴工場」が税法上〈減価

償却資産〉と認められるためには，まず第1に，

それが「事業の用に供されている」という要件

を満たしていなくてはならない。それは，現に

操業ないし稼働されていなければならないので

ある。「製靴工場」の操業が時点んで開始された

後，何年か時間が経過して，ついに時点らにおい

て，その操業が放棄されると，それは〈遊休資

産〉となって〈減価償却〉の対象にはされなく

なる。このような時点んからんまでにη年の経過

があると期待されるとき，この「製靴工場」の

〈耐周年数〉はn年であるという。「製靴工場」

を構成する有形無形のさまざまな固定資産は，

時点らにおいて操業を放棄されるとき，必ずしも

完全に無価値になっているとは限らないから，

それらはさまざまな価値額で売却処分されるで

あろう。それらの総額を，この「製靴工場」の

時点らにおける〈残存価額}(salvage value， or 

scrap value)と呼ぶ。前稿において，われわれは

議論の単純化のために， <残存価額〉がゼロであ

るという仮定を置いた。

上の説明の中で， ra寺点らにおいて，その操業
が放棄される」という言葉使いをしたのは，あ

る資産の稼働が休止されたからといって，その

資産は必ずしも〈減価償却〉の対象とならない

〈遊休資産〉とされるとは限らないということ

を示唆するためである。すなわち，操業が休止

されて，当面「事業の用に供されている」とは

言えない資産であっても rいつでも直ちに稼働

できるように給油，清掃，補修が手落ちなく行

われている」という条件を満たしている場合に

は，それは〈稼働休止資産〉と呼ばれて， <減価

償却〉の対象にされうるのである。われわれは

前稿において r製靴工場」の耐用年数がまだ尽

きていない時点以ただしi<n)を期末とする期間，
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すなわち，第t年の生産量Xiの値としてゼ、ロが選

択される場合を検討したが，その場合，第i年に

おける「製靴工場」は〈遊休資産〉ではなくて，

〈稼働休止資産〉なのである。そのさい，生産

量はゼロであっても，機械および、装置への給油，

清掃，補修など維持管理のための経常的な諸経

費が発生することが忘れられてはならないであ

ろう。操業もしくは稼働が放棄される〈遊休資

産〉の場合には，そのような諸経費は原則的に

発生することがない。

さて，サイモンの「製靴工場」が税法上〈減

価償却資産〉と認定されるための第2の要件は，

「その価値が時間の経過とともに減少する」と

いうことである。したがって，時間の経過とと

もにその価値が増大する資産，たとえば，土地，

および土地の上に存する諸権利，書画骨董など

は，原則として，減価償却の対象とはされない。

ところで I製靴工場」の価値が時間の経過と

ともに減少するのは，一つには，たんなる時間

の経過のみに因るとともに，いま一つには，上

述の第1の要件とされた操業あるいは稼働にも

因るであろう。後者が原因となる「製靴工場」

の価値の減少分の大きさは，その操業の仕方に

依存する。そうして，その操業の仕方は，一方

で I製靴工場」の耐周年数を通じて〈減価償却〉

の在り方に影響を及ぽすであろうと考えられる

けれども，わが国の現行の〈耐用年数短縮制度〉

には操業の仕方は考慮に入れられていない。こ

の制度のもとで耐周年数が短縮できる事由は，

主として，その資産の材質や製造方法というよ

うな〈資産自体の事由〉と，地盤の沈下や，そ

の土地の特異性による腐食というような〈自然

的事由}，そうして，陳腐化というような〈社会

的事由〉などである。他方で，操業の仕方は 1

年間に許容される〈減価償却費〉の額を通じて

〈減価償却〉の在り方に影響を及ぼすであろう

と考えられるが，この部分はわが国の現行の〈増

加償却制度〉によって考慮されている o もっと

も，この制度はすべての〈減価償却資産〉にで

はなくて，そのラちの〈機械及び装置〉にのみ

適用されるのであり，その適用資格はその機械

もしくは装置の〈使用時間の非標準性〉とされ

ている。そうして， <機械及び装置〉の〈標準的

な使用時間〉には 1日に付き 8時間， 16時間，

および， 24時間の3区分がある。たとえば，革

靴製造機械設備は，その他の革製品製造設備と

ともに，{8時間を通常の使用時間とする設備〉

に分類されている。かりにこの〈標準的な使用

時間〉を超過して使用する特別の事由があった

場合には，その機械は通常よりも大きな価値の

減少を被ったものと見なされて， <減価償却費〉

の増額を承認されるのである。

しかしながら，現行制度という特殊な事例か

ら離れて，より一般的かつ抽象的に考えると，

〈機械及び装置〉の範轄に属する資産のみにと

どまらず，その他の〈減価償却資産〉をも含む，

サイモンの「製靴工場」の価値の減少分は， <標

準的な使用時間〉という一局面のみならず，さ

まざまな諸局面を有する，より一般的な操業な

いしは稼働の仕方に帰せられるべきものである

から，その「製靴工場」が一つの〈減価償却資

産〉とされる二つの要件は，相互に独立の属性

にかかわる要件ではなくて，密接不可分に関連

する事柄であることが忘れられてはならない。

以上で，サイモンの「製靴工場J，あるいは，

より一般的には， <減価償却資産〉の特徴的な諸

局面の説明を終わり，次に， <減価償却〉という

手続きの存在理由を考えてみよう。換言すれば，

〈減価償却〉はなぜ必要とされるのかという聞

いについて考えてみたい。

まず，国民経済計算上， <減価償却〉分は〈固

定資本減耗〉と呼ばれるが，その場合，推計さ

れた国民総生産から，さらに国民純生産を推定

するために，この手続きが必要とされることに

着目しよう。国民総生産の値を所与とすると，

〈固定資本減耗〉の値がどのように算定される

かによって，国民純生産あるいは国民所得の値

は変わってくるのである。生産活動を国民経済

レヴェルではなくて，個々の企業レヴェルで捉

らえようとする場合もこの点では同じで，両方



1992.12 ケインズ『一般理論」私注 賃金基金説の系譜について (26) 白井 77 (257) 

の場合も含めて， <純生産額〉を推計するうえで

その手続きが必要であるということが〈減価償

却〉の第1の存在理由として挙げられる。

次に r製靴工場」の事例に立ち戻って考える

と， <減価償却〉は合理的な生産計画の設定と，

その計画の実行後の実績評価のための費用計算

上，必要不可欠な手続きであるということが第

2の存在理由になるであろう。このように減価

償却費を当該期間の生産費の推定という視点か

らではなくて，その期間の期末の時点における

「製靴工場」の資産価値の推定という視点から

捉らえるならば， <減価償却〉は〈減価償却資産〉

の現状把握にとって不可欠であることが明らか

であり，それを第3の存在理由として数え上げ

ることができるであろう。前者は損益計算書の，

そうして，後者は貸借対照表の作成にかかわる

存在理由ということができるであろう。

さらに r製靴工場」内の特定の〈機械及び装

置〉に焦点を絞って考えるならば，その機械も

しくは装置の〈取得原価〉を回収するうえで不

可欠の計算手続きであることが〈減価償却〉の

第4の存在理由とされてよいであろう。そうし

てまた，その機械もしくは装置の〈耐用年数〉

が尽きたときに，それを〈更新〉するための資

金の積立のために必要な計算手続きであること

が〈減価償却〉の第5の存在理由となる。

以上に列挙した五つの存在理由は〈減価償却〉

という一つの概念が有する様々な局面にかかわ

るものであるから，それらは個々に分離されて

相互に対立的に取り扱われるべきものでは決し

てない。しかしながら，最後に挙げた第4と第

5の存在理由は，減価償却費を算定する手続き

の理論的根拠として考えられる場合には，互い

に対立的な様相を示すのである。そのことをい

ま少し立ち入って説明しておこう。

われわれは前稿の第CXlX節において，サイモ

ンの「製靴工場」に対応する理論モデルの任意

の第i期における生産量Xiの決定の仕方を示した

うえで，それに続く第CXX節において， <耐周年

数〉が1年の機械に投資される資本の〈限界効

率〉を以下のように定義したのである。

いま，時点らにおけるこの機械の〈取得原価〉

を記号roで表し，それから 1年経過した時点Aに
おいてこの機械の〈耐周年数〉が尽きたとき，

その機械の〈残存価額〉はゼロになるものと仮

定する。そうして，続く第2年目の期首でもあ

る時点Aにおいてその機械を〈更新〉するための

費用を記号r1で表すことにしよう。F1は第2年
目の生産に使用される機械の〈取得原価〉と見

なすこともできるであろうが，ここではとりあ

えず，それを〈更新費用〉と呼ぶことにする。

一般的に言って，rOとれは必ずしも等しいとは
限らないから，

(1+ρ) rO=r1 

と書くことにしよう。第1年目の生産に使用さ

れる機械の〈取得原価〉と〈更新費用〉が等し

い場合にはρはゼ、ロであり，そうして，<取得原

価〉よりも〈更新費用〉のほうが大きい場合に

はρはプラスの，また，その逆の場合にはマイナ

スの値を取るのである。

ところで，時点らに始まり時点Aで終わる 1年

間の生産計画の指針として製造部門に指示され

る〈生産者価格〉を記号ρlで表し，そうして，そ

の価格のもとで計画される生産量を記号ぁで、表す

と，両者の積ρAは〈生産者収入〉と呼ぶ、ことが

できる。他方，この生産に伴う諸費用は生産量

X1に依存して変動する可変費用ct(ね)と，そうし

て，生産量ぬから独立して一定の値を取る固定費

用C1の二つの範轄に分けられるであろう。いま，

議論を単純化するために，可変費用は賃金支払

い，原材料費，および，その他の経常費から成

り，そうして，固定費用は減価償却費，利子支

払い等の諸経費から成るものと仮定しよう。上

に定義された〈生産者収入〉から可変費用と固

定費用を差し引いた差額を〈生産者利潤〉と呼

び，それを記号π(X1)で表すと，

π(X1) =ρ1X1 φ(X1) - C1 
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である。そうして，-製靴工場」のこの 1年聞に

おける生産計画はこのように定義された〈生産

者利潤〉を極大化するように生産量あの値を決定

することによって立てられるのであった。

他方，このような「製靴工場」あるいは〈減

価償却資産〉に資本を投下するか否かにかかわ

る投資計画は次のようにして立てられるであろ

う。まず，この「製靴工場」に投資される資本

は，その〈取得原価>r。に等しいものと想定す
ると，資本凡に対して見込まれる「減価償却費

および利子支払い未控除の期待粗収益J(expect-

ed gross return on investment before depreci-

ation and interest payments)'叫ま〈生産者収

入〉からわれわれが上に定義した可変費用φ(ぁ)

だけを差しヲ|いたものである。いま，それをた

んに〈粗収益〉と呼び，記号R(x，)で表すと，

R (x，) =ρ，x， -ct (x，) 

である。

次に，減価償却費を記号D，で表し， <粗収益〉

から減価償却費を差し引いた余剰分をく純収益〉

と呼んで，それを記号RO(x，)で表すことにしよ

う。そうすると，

RO (x，) = R (x，)一D，

である。

ここで，資本rOの〈限界効率hを次のように
定義する。

RO(x，) 
r= ro 

すなわち，資本の〈限界効率〉とは，その資本

をある〈減価償却資産〉に投資して得られると

期待される〈純収益〉がその資本に占める割合

である。

ところで， <減価償却〉について二つの考え方

が可能である。その第1は，上に挙げた〈減価

15) Warren L. Smith， Macroeconomi，ιs (Homewood， 
Illinois: Richard D.lrwin，Inc. ，1970) ，p.162. 

償却〉の五つの存在理由の第4のものに対応す

るもので，

(I) <減価償却〉はその資産の〈取得原価〉を

回収するための計算手続きである

という原則に立つ考え方である。この原則を，

いま仮に〈取得時原価主義〉の原則と呼ぶこと

にしよう。この原則に立つと，われわれの単純

なモデルでは

D，=ro 

と置くことができる。

そうすると，資本の〈限界効率>rは

、kr
J

一

向

υ-
F
一一

O

叫一

r
(
-
R
一

I
t
-
-r
 

と定義され，そうして，この式をF。について整

理すると，

r R(X1) 
一一O-(l+r) 

が得られる。この最後の式は，現時点らにおいて

価値額I'oの資本が投資される耐周年数1年の〈減

価償却資産〉について 1年後までに期待される

〈粗収益>R (x，)の現在価値が，その資産の〈取
得原価>r。に等しくなるようにする割引率rを，
その資本の〈限界効率〉とする通常の定義に相

当するものである。

〈減価償却〉についての第2の考え方は，そ

の存在理由の第5として挙げたものに対応する

もので，

(II){減価償却〉はその資産を更新するのに必要

な資金を積み立てるための計算手続きである

という原則に立つ考え方である。この原則を，

いま仮に〈更新時時価主義〉の原則と呼ぶこと

にしよう。この原則に立つとき，われわれの単

純なモデルでは，

D，=r， 

と置くことができる。

ちなみに，わが国の現行の減価償却制度は税
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制と緊議につながっていて，ぞれは殆ど税裂の

一部分と見なされているかのようである。個人

にせよ法人にせよ課税の対象とされる

るうえで，減価償却費をどのよう

るかは極めて譲要である。もしも誠額欝却

授を過大に算定するならば，企業所得はそれだ

け過小に算定されるから， <減価償却》は節税の

と晃なされる O いま援に，インプレーシ

ョンの進行する通鞍ぜ機械および装罷の時価が

しつつあるい>0の)場合には，

Fo<Fj 

であるからペ説得時原価主義〉に立つよりも

新野持佃主義〉に立つほうが減価苦言籍費Djのf践
は大きくなって，その分だけ会業所得は小さく

もられることになる。般入の議保をヒ命

とする徴税当閥は，これを喜ばないであろう o

加えて，<取持議錨〉は，すでに記こっ

基づいて算窓されるのであるから，来だ走塁こっ

ていない将来の出来事として推定する外に灘の

ないく更新費用〉に比べれば圧倒的に不礎実な

要素が少なしそれだ

入る匙険性も小ざし課税の議畿として野まし

いであろう。こうして，租税制度と結び付けて

る限り， <更新時時価主義〉の立場ーは〈取得

のそ しうる

えないかのようであるo

しかしながら，通時的(intertempOl叫}な資額

配分の給率性役全社会的な韻点から考えるなら

ば，たとえば，静学的な枠組みの中で間接税が

資源記分を盗めるように，総説制度と連結した

滅髄償却制度もまた，通時的に望ましい資源配

分の在り方から才能離した状態をもたらす可能註

があり，したがって，効率的な資諒記分の観点

から〈減価憤却〉の仕方を評価する

られてよいであろうのその場合，インプレーシ

ヲンの進行ずる過穏では，減価償部費をi最小評

価する，したがって，企業所得を過大評価する

鎮舟のあるく取得詩原側主義〉が遥詩的により

効率的な資諜配分を連成ずるうえで大ぢな妨げ

られないことではない。そう

して，その弊警が薬大な問題になる場合には，

不確実性の点で欠陥を有するく更新時時価主議》

にも，合理的な税総の設計に光を投げ掛ける機

られてよいであろう。これが〈減鵠{葉

却の理論》の姦礎にかかわる，われわれの論点

でみる。

以上の論点から派生する第2の論点、は

のi袈界効率》の定義にかかわるものでるる。す

でに述べたように;<取得時震鎖主義〉にって

謀錨欝却費D1を算定すると，われiわれの単純な

モデルでは

Fo 

となって， この式がく資本む限界効率〉ずを定義

するのであった。そうして，この定義はケイン

ズ以来の通常の定義に対応ずるものせ?あるo

しかしながら， <更新時時銀主義》に立っと，

D1 

であるから，<雑技益)RO(Xl)は

RO(x1) =R (ぶ1)-D1 

ニ R(xJ-Fj

=R (Xj)一(1十ρ)F，。

となる。このように定義される〈純絞慈}RO仇)

と投資される資本額九との詑率として定義され

る〈資本の離界効率〉〆は

{R (XIに(1ムi1!'Ql
F。

でなくてはならない。そうして，このまえをFoに

ついて整理すると

ro 

となる。すなわち， <東新時時欝主義れともとず

くく務本の限界効率〉〆はこの式によって定義さ

れなくてはならないのであるo その定義をより
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一般的な形で述べると，次のようになるであろ

う。すなわち，減価償却費の推定に当たって〈更

新時時価主義〉に立つ場合には，その資産に投

資される資本の〈限界効率〉は，その資産が耐

用期間中に生み出すと予想される期待収益の系

列を，その資産の価格の上昇(下落)率ρととも

に，時間にかんして割りヲ|いて算定される期待

収益の現在価値を，その資産の〈取得原価〉に

等しくさせるような割引率〆であると。いまro
とR(Xj)の値を(たとえば，われわれが前稿で挙

げた数値例のように)適当に与えて考えると，

〈取得時原価主義〉に立っとき〈資本の限界効

率trが6パーセントであるとしても，更新され

る資産の価格の上昇率が2パーセントであるな

らば， <更新時時価主義〉に基づく〈資本の限界

効率〉〆は4パーセントにしかならないので、ある。

このように r製靴工場」に資本を投資するか

否かの意思決定は，その工場の減価償却を〈更

新時時価主義〉に立って考える限り，ケインズ

以来の通常の〈資本の限界効率trが市場利子率

ιをカヴァーするか否かに従って行われるのでは

なく，従来の〈資本の限界効率trから更新費用

の上昇率を控除したものとして定義される新し

い〈資本の限界効率〉〆(二r ρ)が市場利子

率ιをカヴァーするか否かに従って行われるので

なくてはならないことになる。すなわち，

r'ニ r ρ孟L あるいは r~l 十p

であれば，この投資は実行に値することになり，

その逆ならば，この投資は断念されることにな

るであろう。上掲の二つの不等式の後者の意味

するところを言葉で言えば，従来の〈資本の限

界効率〉が市場利子率のみならず，その投資物

件の更新費用の上昇率をもカヴァーしうるとき，

初めてその投資の実行が決定されるのである。

さて，最後に， <更新時時価主義〉の理論的根

拠に少し触れておこう。〈資本の限界効率〉は，

その資本が投資される特定の〈減価償却資産〉

の予想、収益性に基づいて定義されるのであるが，

その場合，その特定の資産は利潤追求のための

一手段でしかなく，投資のより窮極的な目的は

購買力の集合体としての〈資本〉の増殖にある

ことが忘れられではならない。それゆえ，たと

えその資産の耐周年数が尽きたとしても，その

〈資本〉はなお増殖し続けなくてはならないの

である。その〈資本〉の立場から〈資本の限界

効率〉を定義するとき，当面の投資の対象であ

る特定の資産の耐用年数が尽きた後の〈資本〉

の運用の可能性を考慮に入れておく必要がある

であろう。言い換えれば， <資本の限界効率〉を

定義するにあたって，将来の〈更新投資〉の条

件をその定義の中に何等かの形で組み込んでお

く必要があるであろう。この要求に応えるもの

が〈更新時時価主義〉の立場である。

しかしながら，技術や習慣の変化は人聞の歴

史には不可避の普遍的事実である。ましてや，

現代の技術変化の速度が異例の高さに達してい

ることを考慮するとき， <更新時時価主義〉は重

大な難点を抱えていると言わなければならない。

将来の不確実性を最小限に止めるように，いま

仮に耐用年数を最短の 1年として考えても，あ

る機械の取得時点から 1年が経過したとき，そ

れと同ーの機種がすでに陳腐化していて，その

機種はもはや更新投資の対象にはなりえないと

いった事態がしばしば見られるのである。この

ようなことは，卑近な例として，複写機やワー

ドプロセッサーの場合を想起するだけで，十分

に納得されることであろう。しかし， <資本〉の

運用の継続性を重く見て，極端な言い方をすれ

ば，当初の機種と全く異なる機械および装置に

対して行われるものでも，それを〈更新投資〉

と見なすことは理論的に可能である。尤も，当

初の機械の取得時点らにおいて，更新時点tnでの

〈更新投資〉の対象となる機械を予想すること

は，極めて困難であると思われる。それら 2時

点の聞に介在する不確実性は実務上の処理を不

可能にするに十分なものであるだろう。このよ

うな状況において， <投資関数tJというような確

定性を意味する表現形式を考えることは，自家

撞着の企てであるかもしれない。
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さて，以上の議論は，サイモンが〈手段・目

的図式〉の第3の限界，すなわち，そのような

図式は意思決定に伴う時間要素の役割を十分に

取り入れることができないという限界を例示す

るために挙げた「製靴工場」の操業にかんする

意思決定の事例から派生したもので，彼の第IV

章「組織管理行動における合理性」の議論の本筋

からは大幅にそれたものである。ここで，われ

われは彼の議論の本筋に立ち戻ることにしよう。

CXXVII 

すでに前稿のまえがきにおいて提示したサイ

モンの第IV章「組織管理行動における合理性」

の目次1叫こ見られるように，その章の~ 2 r選択

肢と諸帰結J(Alternatives and Consequences) 

はパラグラフ(19)から始まりパラグラフ (38)で

終わっている。そうして，それらの諸ノfラグラ

フは以下に示す五つのサブセクションにグルー

プ分けされている。

~ 2 r選択肢と諸帰結」の日次

サブセクション 2-0 : 

まえカまき，ノfラグラフ(19)のみ， p.66. 

サブセクション 2-1 : 

「行動選択肢J(Behavior Alternative)，パ

ラグラフ (20)から (22)まで， p.67. 

サブセクション 2-2 : 

「時間と行動J(Time and Behavior) ，パラ

グラブ (20)から (22)まで， pp.67-68. 

サブセクション2-3 : 

「知識と行動J(Knowledge and Behavior) ， 

パラグラフ(26)から (31)まで， pp.68-70. 

サブセクション 2-4 : 

「集団行動J(Group Behavior)，ノfラグラフ

(32)から (25)まで， pp.70-73. 

~ 2のまえがきに相当するパラグラフ(19)は，

16) 本誌前号，pp.52-53.

そのすぐ前の~ 1の最後のパラグラフ(18)から続

けて読むと分かりやすいので，以下にそこから

引用しておく。ちなみに，サイモンはS1r手段

と目的J (Means and End)の最後のサブセクシ

ョン 1-2 r手段・目的図式の諸限界J(Limita-

tions of the Means-End Schema)において，<手

段・目的図式〉の三つの難点を指摘したうえで，

その議論をこう結んでいたのである。

(18) rこれらの難点は目的と手段という用語が

使用不可能であることを意味するものではない。

それらは，たんに，その用語がかなり注意深く，そ

うして，洗練された仕方で使用されなくてはな

らないということを意味するにすぎない。ある

場所には，別の用語のほうが，より明確である

かもしれず，そうして，そのような一つの用語

を提示するのがこの章の次の節の目的なのであ

る。

「選択肢と諸帰結

(19) r手段・目的図式に対して指摘された難点

は(a) それが意思決定における比較の要素を

暖昧にすること (thatit obscures the compara-

tive element in decision-making)， (b)それ

は決定における事実的要素を価値要素からうま

く分離しないこと (thatit does not achieve a 

successful separation of the factual elements 

in decision from the value elements) ，および，

( c )それは目的性行動における時間変数に十

分な識別を与えないこと (thatit gives insuffi-

cient recognition to the time variable in pur-

posive behavior)，の三つである。選択肢として

の行動の諸可能性と，そうして，それらの諸帰

結の観点から設定される決定の理論 (atheory 

of decisions in terms of alternative behavior 

possibilities and their consequences)は， これ

らの難点のすべてを克服するのである。J17)

17) Simon，op.cit.，p.66. 
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サイモンがここに言う〈決定の理論}(a theory 

of decisions)は，第IV章の32の中だけではもち

ろんのこと，その章の全体だけでも十分に説明

され尽くすことはないであろう。〈知足的行動〉

の萌芽的形態を探るというわれわれの当面の目

的に限定したとしても，すくなくとも第V章「組

織管理上の諸決定の心理学J (The Psychology 

of Administrative Decisions) 18)もまた視野の中

に収めておく必要がある。このことを心に留め

ながら，われわれはここで節を改めて，まず32

のサブセクション 2~1 におけるサイモンの論

述を見ることにしよう。

CXXVIII 

そのサブセクション 2~1 の題目と，それに

続く三つのパラグラフは次の通りである。

「行動選択肢J (Behavior Alternative4) 

(20) ，-それぞれの時点において，行動主体(the

behaving subject) ，あるいは，そのような多数

の諸個人で構成されている組織体(theorganiza-

tion composed of numbers of such individ-

uals)は，膨大な数の選択肢行動(alternative

behaviors)に直面しているのであり，そうして，

それらの選択肢行動の一部のものは意識の中に

存在するとともに，また一部のものは意識の中

には置かれていない。ここで用いられる術語と

しての決定(decision)，あるいは，選択(choice)

とは，これらの選択肢の一つが，それぞれの時

点の行動として実行するべく選別されるところ

の過程(theprocess by which one of these 

alternatives for each moment's behavior is 

selected to be carried out)である。若干の時

間の経過にわたる行動を決定するところのこの

ような諸決定の系列(Theseries of such deci-

sions which determines behavior over some 

stretch of time)は，一つの戦略(astrategy)と

18) Ibid.， pp. 79-109. 

呼ばれてよい。

(21) ，-もしも可能な諸戦略のどれか一つが選択

され，そうして，それが実行されるならば，一

定の諸帰結(certainconsequences)がその結果

として生じるであろう。合理的な決定(rational

decision)の課業は，それらの戦略のなかから，

選好される諸帰結の集合(thepreferred set of 

cosequences)につながるものを一つ選別するこ

とである。その正しさの評価(theevaluation of 

its correctness)にとって意味のあるものは，事

前に予見されていた諸帰結(thoseconsequences 

that were anticipated)のみならず，その選択さ

れた戦略から結果するすべての諸帰結(allthe 

consequences that follow from the chosen 

strategy)であることが強調されるべきであろう。

(22) ，-決定の課業は次の三つの手順を含んでい

る。(1)選択肢としての諸戦略のすべてを列挙

すること (thelisting of all the alternative 

strategies); (2)これらの諸戦略の一つ一つか

ら結果する諸帰結のすべてを確定すること (the

determination of all the consequences that 

follow upon each of these strategies); (3) 

諸結果のこれらの諸集合を比較しながら評価す

ること (thecomparative evaluation of these 

sets of consequences)。ここで〈すべて)(“all")

という言葉は，ことさらに(advisedly)用いられ

ているのである。個人が自分の選択肢のすべて

を，あるいは，それらの選択肢の諸帰結のすべ

てを知るなどということは明らかに不可能であ

り，そうして，それが不可能で、あることは客観

的な合理性のモデル(themodel of objective 

rationality)から現実の行動(actualbehavior) 

が議離する一つの非常に重要な分岐点なのであ

る。このような不可能性自体については，第V

章でより深い考察が加えられるであろう。J19)

ここでサイモンの言う「行動選択肢J(behavior 

alternatives) ，あるいは，-選択肢行動J(alterna目

tive behaviors)の集合に相当するものとして，

19) Ibid. ，pp.67. 
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われわれは〈手段・目的図式〉における諸手段

の集合

{M1，M2，…，Mk} 

を想起してはならない。なぜなら，このサブセ

クションにおける議論の焦点は，そのような集

合に属する諸手段のなかから一つの手段を選択

するという単一の決定にではなくて r若干の時

間の経過にわたる行動を決定するところの…諸

決定の系列J (the series of… decisions which 

determines behavior over some stretch of 

time)に当てられているからである。そのような

〈諸決定の系列〉をサイモンは「一つの戦略」

(a strategy)と呼んで、いる。 このように，諸決

定の系列としての「戦略」が〈行動選択肢〉と

して考えられるとき， {手段・目的図式〉の形で

規定される「諸手段」の選択から議論を始める

のは問題を不必要に複雑化する恐れがあるであ

ろうことは，われわれが前稿で試みたサイモン

の「製靴工場」の意思決定の分析の例からも容

易に推測されるところである。それゆえに，可

能な諸戦略のもたらす〈諸帰結の集合〉につい

ての選好から戦略の選択を行うという図式のほ

うが「若干の時間の経過にわたる行動」の分析

のためには便利であるかも知れない。じっさい，

われわれが前稿で試みた「製靴工場」における

投資の意思決定の分析では，{諸手段の集合〉が

生産量の時系列

{X1，X2 ，…，Xn}t 

の形にならざるを得ないことが示されたのであ

った。この時系列の諸成分Xiが，それぞれに特定

の値をとるとき，その時系列は「一つの戦略」

を示すものと言うことができるであろう。

ところで，可能な諸戦略のうちの任意の一つ

に対応する〈諸帰結の集合>(a set of conse回

quences)は，それが「選択されJ，そうして「実

行され」るときに結果する「すべて」の諸帰結

でなければならない。その意味は，選択される

ときに予見される諸帰結のみならず，予見され

ると否とにかかわらず，実行されるときに現実

に結果する「すべての諸帰結」でなくてはなら

ないということである。サイモンがパラグラフ

(21)の末尾の文章で「その選択された戦略から

結果するすべての諸帰結J(all the consequences 

that follow from the chosen strategy)と述べ

ている言葉は rことさらにJ(advisedly)言えば，

戦略を選択する時点では予見されていなかった

帰結も含むのである。そのことは，彼がパラグ

ラフ (20)で「選択肢行動の一部のものは意識の

中に存在するとともに，また一部のものは意識

の中に置かれていないJ (some of which are 

present in consciousness and some of which 

are not)と述べていることと符合するのである。

このようなパラグラフ (21)の陳述は，サイモ

ンの言う「合理的な決定J(a rational decision) 

の意味を考えるうえで注目に値する。われわれ

は彼の〈知足的行動〉の概念に到達する前の段

階で，賃金格差の存在を説明する基本原理，す

なわち〈有利性均等の原理>(the principle of 

equal advantage)の現代版の一例として，アル

パート・リーズの論文「補償的賃金格差」刷を紹

介するとともに，もう一つの例としてサイモン

・ロッテンパーグの論文「労働市場における選

択についてJ2川こ触れたことがある22)。ロッテンパ

ーグは， 1930年代から1950年代にわたって労働

市場の実証的研究にかかわった人々の聞から出

てきた新古典派理論への批判の幾っかを取り上

げて詳細な反論を展開しているのであった。そ

の中で彼は「労働者行動の合理'1生J(rationality 

of worker behavior)の概念を明確にするために，

「合理的選択の意味J (meaning of rational 

20) Alb巴r吋tReesふ，
tials，" in Esおsa仰3虫IS 0 η Adam Sn仰仰t幻it，幼h，巴dited by 
Andrew S.Skinner and Thomas Wilson(Lon-
don: Oxford University Press，1975) ，pp.336-
349. 

21) Simon Rottenberg，“On Choice in Labor Mar-
kets，" lndustrial and Labor Relations Review， 
VoJ.9，No.2(January 1956) ，pp.183-199. 

22) 拙稿「賃金基金説の系譜については7)J本誌第38巻
第4号(1989年3月)，pp.84(522)ー117(555)を見よ。



84 (264) 経済学研究 42-3 

choice)について次のように述べているのであっ

た。

「労働者たちは選択肢としての諸雇用のなか

から合理的に選択するとわれわれが仮定すると

き，われわれは彼らが彼らの目標に整合すると

ころの選択決定を行うことを意味するのである。

かりにその目標がAであるとするならば，Aの達

成にみちびくところの選択は合理的である。そ

うして，Bの達成にみちびくところの選択であっ

ても，その選択者がそれをAにみちびくものと信

じているときには，それもまた合理的である。

その目標がAであるとして，そうして，その選択

がBにみちびくものとして，その選択者がそれを

Aにみちびくものと信じているとき，選択は非合

理的CirrationaOなのである。目標が存在しない

とき(諸目的について無差別になっているとき)， 

そうして，選択があたかもコインの表か裏かに

依存するかのように行われるとき，選択は無作

為的(もしくは，でたらめ)(random)なのであ

る。

「それゆえ，もしも労働者たちの目標が正味

の有利性を極大化すること (tomaximize net 

advantage)であり，そうして，彼らが正味の有

利性を極大化するであろうと信じるところの選

択を行うならば，彼らは合理的な選択をしてい

ることになる。彼らは計算間違いをして，誤っ

た決定に到達するかもしれないが，しかし，誤

った決定は非合理的な決定ではなしそうして，

誤った決定があるということは古典派の命題を

崩壊させるものではない。(Theymay miscalcu-

late and come to wrong decisions， but wrong 

decisions are not irrational decisions and do 

not destroy the classical thesis.) J 23) 

ロッテンパーグの言う選択ないし決定の〈合

理性〉が非常に主観的な性格を有することは，

すでに，われわれの指摘したところであるが，

そのことは上掲の引用文から直接に読み取るこ

23) Rottenberg， 0少ーαt.， p.197. 
24) 拙稿「賃金基金説の系譜については7)J，pp
112 (550)ー113(551)を見よ。

とができるであろう。すなわち，選択肢が現実

にどのような諸帰結につながるものであるかと

いうこととは，まったく関係なしただ単に「そ

の選択者がそれをAにみちびくものと信じている

とき」に，彼らの選択は目標Aに照らして「合理

的である」とロッテンパーグは述べているので

ある。選択者が信じているという事実が選択の

「合理性」を判定するうえで決定的な基準にな

っているという意味で，ロッテンパーグ、の意味

する「合理性」を〈主観的合理性〉と呼ぶ、こと

ができるであろう。そのような〈主観的合理性〉

は，現実の諸帰結とのかかわりを無視するかぎ

りにおいて， <操作的に有意味な〉概念では有り

得ないということは，すでに，われわれが指摘

したところである 24)。そのことに加えて，ここ

では，ロッテンパーグの思念する〈経済人間〉

(economic man)の行動が，人間の意識の中に存

在する諸要因のみによって規制される類いのも

のであることに注目したい。現実の人間の行動

が，意識の中に存在する諸要因のみによって規

制されるものではなく，意識下に潜む諸要因に

よっても強く規制されることは，今日，周知の

事実である。さらに〈自己欺踊〉という心的現

象が普遍的に観察される事実であるかぎり，人

間の行動を意識の中に存在する諸要因のみで説

明するなら，その説明は真実から遠く掛け離れ

たものにならざるを得ないであろう。この意味

において，われわれの意識の中で組み立てられ

る諸要因の関係は〈幻想〉であるということが

できるであろう。その〈幻想、〉は，現実に生じ

る「すべての諸帰結」となんらかの結び付きを

獲得するとき，いくばくかの〈客観性〉を帯び

ることができるかも知れない。

以上のことを念頭においてサイモンのパラグ

ラフ (21)の文章を読むならば，彼の言う「合理

的な決定」とロッテンパーグのそれとの違いは

明白であろう。サイモンの思念する行動主体，

すなわち〈組織管理人間>(administrative man) 

は，自分の下した決定の合理性が問われる時に

は，意識の中に存在したもののみならず，意識
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の中に存在しなかった多数の諸要因が登場する

であろうことを予定しているのである。〈組織管

理人間〉の下す決定の〈合理性〉は，サイモン

の言葉を用いれば r事前に予見されていた諸帰

結のみならず，その選択された戦略から結果す

るすべての諸帰結」を視野に置いて判定されな

くてはならない。彼の言う〈合理性〉は，こう

して現実の諸帰結と結び付くものであり，それ

ゆえに，それは〈客観的合理性〉の名に値する

であろう。

さて，上掲の最後のパラグラフ (22)において，

サイモンは〈決定〉という心理的・社会的過程

を三つの手順に分解している。それらは，

(1) r選択肢としての諸戦略のすべてを列挙す

ることJ(the listing of all the alternative 

strategies) 

( 2 ) rこれらの諸戦略の一つ一つから結果する

諸帰結のすべてを確定すること J (the 

determination of all the consequences 

that follow upon each of these strat-

egies) 

( 3 ) r諸帰結のこれらの諸集合を比較しながら

評価することJ(the comparative evalua-

tion of these sets of consequences) 

の三つである。

手順(1)については，サイモンが〈手段・

目的図式〉から〈選択肢・帰結図式〉に議論を

移すとき，後者における〈選択肢〉に前者の場

合の「諸手段」ではなくて，パラグラフ (20)で

新しく導入した「諸戦略」という概念を対応さ

せていることが留意すべき点の一つであろう。

彼の定義によれば r戦略」とは，時間の奥行き

のない平板な「諸手段の集合」ではなくて r若

干の時間の経過にわたる行動を決定するところ

の…諸決定の系列J (the series of ... decisions 

which determines behavior over some stretch 

of time)という，時間の奥行きの中に組み立て

られる一連の諸決定の構造なのであった。それ

ゆえ，サイモンがここで扱う〈決定〉は，それ

とは次元の異なる個々の諸決定の時系列につい

て選択を行うという複合的な構造を有するもの

になっているのである。

次に，そのような〈選択肢〉としての諸戦略

のなかから，なんらかの意味において優れた一

つの戦略を選択するにあたって，手順(2 )が

必要とされるのである。すなわち，手順(1)

によって列挙されるすべての「諸戦略の一つ一

つから結果する諸帰結のすべてを確定すること」

がそれである。そうして，そこに述べられであ

る「諸帰結のすべてJ (all the consequences)と

いう言葉は，それに先立つパラグラフ (21)の「事

前に予見されていた諸帰結のみならず，その選

択された戦略から結果するすべての諸帰結J(αII 

the consequences that follow from the chosen 

strategy ... ，not simply those consequences 

that were anticipated)という言葉を受けて，事

前には予見されていないけれども選択された戦

略から現実に結果することになる諸帰結をも含

意するものと受け取られるべきであろう。しか

しながら，選択した戦略を実行した後になって

初めて生じることが判明する諸帰結を， <決定〉

に先立つて確定するということは，時間的ある

いは技術的な制約によって不可能という以前に，

論理的に不可能と言わねばならない。それゆえ，

サイモンがパラグラフ (22)の結びにおいて r個

人が自分の選択肢のすべてを，あるいは，それ

らの選択肢の諸帰結のすべてを知るなどという

ことは，明らかに不可能であるJ(It is obviously 

impossible for the individual to know all his 

alternatives or all their consequences，)と述

べるとき，その〈不可能>(the impossibility)は

特定の時点，そうして，特定の状況における時

間的あるいは技術的制約による不可能のみなら

ず，より根底的な論理的不可能をも意味してい

ると受け取られるのである。「そうして，この不

可能こそは，現実の行動が客観的な合理性のモ

デルから事離する一つの非常に重要な分岐点な

のであるJ (and， this impossibility is a very 

important departure of actual behavior from 

the model of objective rationarity.)とサイモ
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ンが述べていることに，われわれはとくに注目

したい。彼の言う「客観的な合理性のモデ、ル」

と，それが説明しようとしている「現実の行動」

との聞には〈論理的な不可能〉がつねに介在す

ることをサイモンは明確に認識していると言わ

ねばならない。

ここで，サイモンの〈知足的行動〉の概念に

ついてボーノレディングが示した要約に立ち戻っ

てみよう。ボ-1レディングは次のように述べて

いるのであった。

「経済学者たちは一般に極大化行動として知

られるルールを仮定してきている。その最も一

般的な意味でそれが意味するところのものは次

のことに尽きる。すなわち，ある人がある選択

の機会を得て一つの決定を行わなくてはならな

いとき，彼は可能な将来の集合の中から，その

他のあらゆる選択のうちで最善の，あるいは，

選好できる(bestor preferable to all the 

others)と彼に思われるところのものを選ぴ取る

ということがそれである。

「このlレールに対抗する唯一の重大な競合概

念は，ハーパート・サイモンが知足的行動(satisfic-

ing behavior)と呼んだところのものである。こ

れは可能な選択肢にかんする知識の取得がそれ

自体で高くつく場合，そうして，それゆえに，

可能な将来のイメージについての探索(thesearch 

for images of possible futures)がどこかある

点で断念されなくてはならない場合に生じるの

である。そこで，われわれのメニューの比喰に

立ち戻ることにしよう。いま非常に詳しくて長

いメニューを見せられているとするならば，そ

うして， とりわけ，われわれが空腹を抱えてい

るとするならば，そのメニューの全部に日を通

すには時間が掛かり過ぎて，やっていられない

かもしれない。その場合，われわれは好みに適

うものを何か(somethingwe like well enough) 

一一一すなわち，満足の一定の標準(acertain 

standard of satisfaction)に達しているものを何

か一一一見付け出すまで，そのメニューを読み進

み，そうして，それを選択する。そうして，そ

の先に何かもっといい料理がないものかと，さ

らに読み進めることはしないであろう。同様に

して，企業は満足のいく利潤の目標水準(asatis-

factory target level of profits)を与えるところ

の政策に満足して，もはや，それよりも利益の

あがる状態が発見されるかもしれないところの

探索をしようとはしないであろう。しかしなが

ら， {足るを知ること>(“satisficing")は，われ

われの眼前に開ける可能な将来の集合の中から，

われわれが最善のものを選択するという根本原

理(thefundamental principle that we select 

the best out of the set of possible futures 

before us)を撹乱するものではない。それは，た

んに，可能な将来の集合を限定するに過ぎない

のである。J25)

〈極大化行動〉に数学的な形式を賦与すると，

それは〈制約条件付きの極大化問題〉になる。

その〈制約条件〉は，たとえば，消費者理論の

場合には消費支出に当てることのできる所得を

所与とする予算制約式であり，また企業理論の

場合には技術を与件とする生産関数である。ボ

ールディングの説明の中に出てくるメニューの

中から注文する料理を選択するさいに与件とさ

れる「満足の一定の標準」は，消費者理論の場

合に一定水準の所得が諸商品への支出を制約す

るのとちょうど同じような形で，一つの制約条

件を形成するであろう。そうして，そのような

制約条件を新たに追加することは，(制約条件付

きの極大問題〉という〈極大化行動〉の基本的

構造を変化させるものではないとボールディン

グは結論しているのである。

しかしながら，彼がその説明で用いているメ

ニューからの選択の比輸の中に含まれているも

のは，メニューをゆっくりと読む余裕がないと

いう〈時間的制約による不可能〉だけであって，

われわれが上で触れた〈論理的不可能〉はその

比喰の中には全然取り込まれていない。そのよ

25) Kenn巴thE.Boulding， Economic Analysis(Lon・
don: Hamish Hamilton，3rd ed.， 1955)， pp.303 
304. 
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うな時間的制約や，また技術的制約による不可

能は，特定の状況とのかかわりで生じたり，生

じなかったりする，言わば〈相対的な不可能〉

であるのにたいして，われわれの言う〈論理的

不可能〉は，いかなる状況のもとでも存在する，

言わば〈絶対的な不可能〉である。そのような

〈論理的不可能〉がサイモンの思念する〈選択

肢・帰結図式〉の中に含まれているとするなら

ば，それは新しい制約条件の追加という形では

なくて，問題の基本的構造の変更を要求するも

のであるかもしれない。

ボールディングの比目前による解説は極めて判

りやすいものであるけれども，判りやすいとい

うことは，その解説が十分に意を尽くしたもの

であることを必ずしも意味しないのであるo 解

説は明快なものであるに越したことはないけれ

ども，われわれが求めているものはサイモンが

〈知足的行動〉で意味しようとしたものの過不

足のない説明なのである。そうして，ボーノレデ

ィングの説明には何かが欠けているのではない

かという疑いを拭うことができないがゆえに，

われわれはサイモンの初期の作品の検討を志し

たのであった。

CXXIX 

ところで，上で検討したサブ、セクション2-

1の題目「行動選択肢」にサイモンは脚注4を

付しているので，以下でそれを見ることにしよ

つ。

r 4ここに提示される理論は，著者が1941年に

完成したものである。それを現在の形に再定式

化するにあたり，著者はジョン・フォン・ノイ

マンとオスカー・モルゲンシュテルンの共著『ゲ

ームの理論と経済行動~ (J ohn von N eumann 
and Oskar Morgenstern， The Theory 01 

Games aηd Economic Behavior， Princeton 

University Press， 1944)の第2章の特筆すべき

研究によって大きな影響を受けてきた。フォン

・ノイマンが彼の理論のうち本節の議論の匪種

となる部分を最初に公表したのは1928年であっ

たこと[“Zurtheorie der Gesellschaftsspiele， " 

Math. Annalen.100:295-320 (1928) ]を指摘して

おくのが公正というものであろう。J26)

われわれがサイモンの著書『組織管理行動』

の第2版に関心を寄せているのは，その第2版

が刊行された1957年頃に彼の知的関心が〈知足

的行動〉の概念に意識的に向けられていたから

である。しかしながら，それ以前の時期の彼が

そのような志向を抱いていたにせよ，あるいは，

いなかったにせよ，その概念の発生母体となる

この書物の著作に取り組んでいたと確認するこ

とのできる年次は，その初版が公刊された1947

年である。そうして，いま，ここにサイモンは

その書物の第IV章「組織管理行動における合理

性」の~ 2 r選択肢と諸帰結」で述べられる彼の

理論が，すでに1941年に完成していたこと，そ

うして，それを再定式化するさいにフォン・ノ

イマンとモルゲンシュテルンの著書『ゲームの

理論と経済行動』の第11章の内容から大きな影

響を受けたことを記しているのである。 1930年 J

代から1940年代の前半にかけてサイモンの周辺

にどのような議論があったかを見ておくのは，

サイモン自身の研究成果を正しく評価するうえ

で不可欠のことであると考えられるので，フォ

ン・ノイマンとモルゲンシュテルンの著書の関

連箇所を以下で検討しておくことにしよう。

まず，問題の「第2章」がその書物の議論の

筋の中に占める位置におおよその見当をつけて

おくために，その書物の最初の数章のありょう

を目次の形で示すことにする。

フォン・ノイマンおよびモルゲンシュテルン共著

『ゲームの理論と経済行動~ 27) 

第 I章経済問題の定式化(Formulationof 

26) Simon， ot. cit. ，p. 66n 
27) lohn von Neumann and Oskar Morgenstern， 
Theoη01 Games and Economic Behavior (Prin. 
ceton: Princeton University Press， 2nd ed.， 
1947) ，本稿では第2版を用いる。
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the Economic Problem) ，pp .1-45. 

第1節経済学における数学的方法(The

Mathematical Method in Eco-

nomics) ，pp .1-8 . 

第 2節 合理的行動の問題の定性的な議論

(Qualitative Discussion of the 

Problem of Rational Behavior) ， 

pp.8-15. 

第3節効用の概念(TheNotion of Util. 

ity) ，pp.15-31. 

第4節理論の構造:解と行動の諸基準

(Structure of the Theory: Solu. 

tions and Standards of Behav 

ior)，pp.31-45. 

第II章戦略のゲームの一般的形式的措写(Gen-

eral Formal Description of Games of 

Strategy)，pp.46-84. 

第5節序論(Introduction)，pp. 46-48. 

第6節 ゲームの単純化された概念(The

Simplified Concept of a Game) ， 

pp.48-55. 

第7節ゲームの完全な概念(The Com-

plete Concept of a Game) ， pp. 

55-60. 

第8節集合と分割(Sets and Parti-

tions) ，pp. 60-67 . 

第9節ゲームの集合論的描写(TheSet-

Theoretical Description of a 

Game) ，pp.67-73. 

第10節公理主義的定式化(Axiomatic

Formulation) ，pp. 73-79. 

第11節戦略，および，ゲームの描写の最

終的な単純化(Strategiesand the 

Final Simplification of the 

Description of a Game) ，pp. 79 

84. 

第四章 ゼ、ロサム 2人ゲーム:その理論(Zero.

Sum Two.Person Games: Theory) 

pp.85-168. 

第IV章ゼロサム 2人ゲーム:諸事例(Zero.

Sum Two-Person Games: Examples) 

pp .169-219. 

第V章ゼロサム3人ゲーム(Zero.SumThree. 

Person Games) ，pp. 220-237 . 

第VI章一般理論の定式化:ゼロサム n人ゲー

ム(Formulationof the General The. 

ory: Zero.Sum n.Person Games) ，pp. 

220-237. 

サイモンの言う管理組織(administrative

organiza ti on)における行動主体としての〈組織

管理人間)(administrative man)の行動の解明

を行うに当たって，行動型の一方の極端におけ

る〈情動人間)(emotional man)の側からでは

なくて，もう一方の極端における〈経済人間〉

(economic man)の側から出発したのと同じよう

に，フォン・ノイマンとモルゲンシュテルンも

また，合理的行動の探求を〈経済人間〉の側か

ら始めることが，上掲の第 I章の内容目次から

窺われるであろう。とりわけ，その章の第2節

は以下に示す五つのサブセクション 2.1~2. 

5で構成されている。その章の最初のパラグラ

フからすべてのパラグラフに通し番号をつける

と，その第2節はパラグラフ(35)から(64)まで

の合計30個のパラグラフで構成されている。

第2節合理的行動の問題の定性的な議論

2 . 1合理的行動の問題(Theproblem of 

rational behavior) ，パラグラフ(35)から

(40)まで， pp.8-9. 

2.2 <ロビンソン・クルーソー》経済と社会

的交換経済(“Robinson Crusoe" econ. 

omy and social exchange economy)， 

パラグラフ(41)から(53)まで， pp.9-12. 

2.3諸変数の個数と参加者の人数(Thenum-

ber of variables and the number of par-

ticipants) ，パラグラフ(54)から(58)まで，

pp.12-13. 

2.4多数の参加者たちの場合:自由競争(The
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case of many participants: Free Com-

petition) ，パラグラフ(59)から (63)まで、，

pp.13-15. 

2.5 <ローザンヌ〉理論(The“Lausanne" 

theory)，パラグラフ(64)，pp.15. 

この節の最初のサブセクション 2. 1 r合理的

行動の問題」は，さらに細分されて 2. 1 . 1と

2 . 1 . 2の二つのパートになっており，それら

の前者はパラグラフ (35)から (37)まで，後者は

パラグラフ (38)から (40)までの，それぞれ三つ

のパラグラフを含んでいる。サイモンはパート

2 . l. 1の最初のパラグラフで次のようにのべ

ている。

(35) r経済理論の主題は価格と生産の，そう

して，所得の稼得と支出の，非常に複雑な機制

(the very compicated mechanism of prices 

and production， and of the gaining and spend-

ing of incomes)である。経済学の発展の過程で，

この膨大な問題に対する一つの接近法は，経済

社会を構成する諸個人の行動の分析(theanaly-

sis of the behavior of the individuals which 

constitute the economic community)にあると

いうことが発見され，今日ではそのことは十分

に広く合意されている。このような分析は，多

くの点において，かなり深く進められてきてい

る。そうして，いまなお多くの不合意が存在し，

かつ，難点がいかに大きなものであるとしても，

この接近法の重要性(thesignificance of the 

approach)は疑い得ないところである。その研究

が，当初においては必然的に，経済静学(eco-

nomics statics)の諸条件に限定されなくてはな

らないとしても，その障害はじつに大きい。主

要な困難の一つは個人の諸動機(themotives of 

the individuaOについて立てられなくてはなら

ない諸仮定を適切に記述することにある。この

問題は伝統的に，消費者が効用もしくは満足の

極大値を，そうして，企業家が利潤の極大値を

獲得することを欲求すると仮定することによっ

て(byassuming that the consumer desires to 

obtain a maximum of utility or satisfaction 

and the entrepreneur a maximum of profits) 

処理されてきたのである。J28)

これに続く二つのパラグラフ (36)と(37)では，

消費者が極大化しようと欲求するところの「効

用の概念J (the notion of utility)が有する，概

念上，および，実際上の難点について議論が進

められるが，そのような議論は当面われわれの

関心事ではない。さらに進んでサブセクション

2 . 1のもう一つのパート 2.l. 2で，フォン・

ノイマンとモルゲンシュテノレンは次のように述

べる。

(38) rこれらの極大値をそれぞれに獲得しよ

うと企てる個人(Theindividual who attempts 

to obtain these respective maxima)は， また，

〈合理的に〉行為する (toact “rationally")とも

言われている。しかし，現在のところ，合理的

行動(rationalbehavior)の問題の満足できる取

り扱いは存在しないと言ってもよいであろう。

たとえば，最適状態(theoptimum position)に

到達する道が数個存在するかもしれない。それ

らは，その個人が持つ知識と理解度(theknowl 

edge and understnding which the individual 

has)に，そうして，また，彼に聞かれている行

動の諸経路(thepaths of action open to him) 

に依存するかもしれない。これらのすべての諸

問題を定性的な視点から研究することは(astudy 

of all these questions in qualitative terms)は，

それらの問題のすべてを解明することにはなら

ないであろう。なぜなら，それらの問題は定量

的な諸関係(quantitativerelationships)を含ん

でいることが明白で、あるに違いないからである。

それゆえ，その定性的な描写の諸要素のすべて

が考慮に入れられたうえで，それらを定量的な

視点から定式化することが必要とされるであろ

う。このようなことは極めて困難な課題であり，

そうして，われわれはその課題がこの問題にか

んする膨大な文献の中でも，未だ達成されてい

28) Ibid.， p.8. 
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ないと言うことができるであろう。その主たる

理由は，疑いもなしこの問題に適した数学的

方法を未だ開発し，かつ，適用することができ

ないでいることにある。そうして，このことが

啓示しているのは，合理性の概念に対応すると

考えられるところの極大化問題(themaximum 

problem which is supposed to correspond to 

the notion of rationality)が暖昧な形ではけっ

して定式化されないということである。じっさ

い，より徹底的な分析 (4.3~4.5 で与えら

れることになる)は，その重要な諸関係が〈合

理的〉という言葉の通俗的，および〈哲学的〉

な用法の指示するところよりも，はるかに複雑

なものであることを示すのである。

(39) ，.個人の行動(thebehavior of the indi. 

vidual)の貴重な定性的描写はオーストリア学派

によって，とりわけ，孤立させられた〈ロビン

ソン・クルーソー〉の経済(theeconomy of the 

isolated“Robinson Crusoe")を分析する中で提

示されている。われわれはベーム・パヴエルク

(Bohm-bawerk)が2人，あるいは，それ以上の

諸個人の聞の交換にかんして行った若干の考察

にも触れる機会を持つかもしれない。より最近

の無差別曲線分析の形式で個人の選択の理論を

説明する試みは，それとまさに同じ事実，ある

いは，いわゆる事実の上に構築されているが，

しかし，多くの点で優れているとしばしば主張

される一つの方法を用いている。この点につい

ては， 2 . 1 . 1と3.3における議論の中で触れ

ることにする。

(40) ，.しかしながら，われわれは，それをま

ったく異なる視点から，すなわち， <戦略のゲー

ム>(a“game of strategy")の視点から研究す

ることによって，交換の問題の真実の理解(areal 

understanding of the problem of exchange)を

得たいと希望するのである。われわれの接近法

は，やがて，とりわけ，たとえばベーム・パヴ

エルク一一彼の見解はこの理論の一つの先駆け

でしかないと考える向きもあるかもしれないが

ーーによって提示された着想が正しい定量的定

式化を与えられた後に，明瞭になるであろう。J29)

ここで，先に掲げたフォン・ノイマンとモル

グンシュテルンの第2節「合理的行動の問題の

定式化」の目次のサブセクション 2.3と2.4

の題目に目を戻すと，そこに「参加者たち」

(participants)という言葉が用いられていたこと

を想起しよう。この言葉を先取りして言えば，

フォン・ノイマンとモルゲンシュテルンは，初

めからロビンソン・クルーソーのような孤立し

た1人の個人ではなくて，複数の〈参加者たち〉

によって行われる〈ゲーム〉の中に現れる行動

について〈合理的行動〉を定式化しようとして

いるのである。

われわれは，サイモンの『組織管理行動』の

第 I章「意思決定と管理組織」を検討したとき，

サイモンがバーナードに従って「参加者たち」

という概念を導入しているのを見た問。彼はこう

述べていたのである。

「当面，営利組織(abusiness organization) 

を典型にとるとするならば 3種類の参加者た

ち(participants)が区分されうるであろう。すな

わち，企業家たち (entrepreneurs)，従業員たち

(employees) ，および，顧客たち (customers)が

それである。企業家たちは彼らの諸決定が窮極

的に従業員たちの活動をコントロールするとい

う事実によって区別される。従業員たちは賃金

という報酬と引き換えに彼らの(差別化されな

い)時間と努力 (their(undifferentiated) time 

and effortJを組織に供与するという事実によっ

て区別される。そうして，顧客たちは，その組

織に対して生産物と引き換えに貨幣を与えると

いう事実によって区別されるのである。(現実の

人間存在は，もちろん一つの組織に対して，こ

れらの諸関係を一つ以上持つことがありうる。

たとえば，赤十字社の奉仕者は，じじっ，顧客

と従業員の複合体 (acomposite customer and 

29) Ibid.，p.8. 

30) 拙稿「賃金基金説の系譜について(19)J本誌第39巻

第2号(1989年9月)の第XCIII節，p.206 (350)以下を

見よ。
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employeeJである。)J31) ，…純粋の〈企業家}，

〈顧客}，および， {従業員〉が存在しないこと

を認めたうえで，そうして，さらに，社会奉仕

組織，宗教組織，および，政府組織に適合させ

るには，この図式は幾分か修正する必要のある

ことを認めたうえで，なお，これら三つの類型

的役割(thesethree type roles)の存在は諸管理

組織における行動に対して，われわれの認識す

る独特の性格を賦与するのである。」問

こうして，サイモンは管理組織体の〈参加者

たち〉という言葉によって，通常の意味の「構

成員たちJ (members)である〈企業家〉と〈従

業員〉のみならず，普通は「構成員たち」と見

なされることのない〈顧客〉をも意味している

のであった。管理組織体を場として行われる〈組

織管理行動〉を分析するに当たって，その組織

体の「構成員たち」に視野を限定するのではな

く，当初から〈参加者たち〉にまで視野を広げ

ておくことの意味はどこにあるのであろうか。

サイモンの研究の出発点が企業という営利組織

(business organizations)ではなくて，地方自治

体の行政組織(狭い意味のadministrativeorga 

nizations)であること，そうして，後者の，たと

えば，レクリエーション部門が地域住民に対し

て供与する行政サーヴィスを評価するに当たっ

て， {顧客〉である地域住民のニーズを考慮、の外

に置くようでは意味のある分析はできないであ

ろうということは，すでにわれわれの示唆した

ところであった。しかしながら，ここではそれ

とは少し異なる視点からその意味を考えること

ができるであろう。すなわち，フォン・ノイマ

ンとモルゲンシュテルンに倣って管理組織を一

つの〈戦略のゲーム〉の場と見なすとき， {顧客〉

の存在を無視しては豊かな内容のあるゲームを

構成することができないであろうということが

それである。

さて，上掲のパラグラフ(39)の末尾で触れら

31) Simon.ゆ.cit.，p.16. 
32) Ibid.，p.18. 

れているフォン・ノイマンとモルゲンシュテル

ンの第 I章の第2節のサブセクション2. 1の最

初のパート 2. 1 . 1と，そうして，第3節のサ

ブセクション3.3は「効用の概念J(the notion 

of utility)の問題点をめぐる議論であった。当

時，すなわち， 1930年代の後半から1940年代の

前半にかけて， {無差別曲線分析〉がJ. R. ヒ

ツクスの手で理論経済学の舞台に再登場させら

れたとき，その分析手法の究極の存在理由は，

従来の〈限界効用理論〉が〈基数的効用}Ccardi-
nal utility)の基盤を必要とするのに対して，そ

れが〈序数的効用}(ordinal utility)を仮定する

だけで足りるというところにあったのである。

サブセクション2. 1の最初のパート 2.l. 1と

サブセクション3.3では，このような論点に対

するフォン・ノイマンとモルゲンシュテルンの

見解が表明されているのであるが，それは当面

われわれの関心事ではない。以下では，{合理性〉

についてのオーストリア学派の伝統的な取り扱

いに対ムしてフォン・ノイマンとモルゲンシュテ

ルンがどのような態度を取ろうとしているかを，

少し立ち入って眺めてみよう。

cxxx 

フォン・ノイマンとモルゲンシュテルンの『ゲ

ームの理論と経済行動』の第 I章第2節のサブ

セクション 2. 2 ，{ロビンソン・クルーソー〉

経済と社会的交換経済」は 2.2.1から 2.2_

4までの四つのパートから成る。その最初のパ

ート 2.2.1を構成するこつのパラグラフ(41)

と(42)には次のように述べられている。

(41) ，一人の孤立させられた人聞から成る、

あるいは、単一の意志のもとに組織されている

経済であるところの〈ロビンソン・クルーソー〉

モデルによって代表される型の経済をもっと詳

細に眺めてみることにしよう。この経済は一定

量の諸商品と、それらの商品が満足させるとこ

ろの多数の諸欲求に直面しているのである。そ

の問題は満足の極大値を獲得することである。
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(The problem is to obtain a maximum satis-

faction.)これはーーとりわけ，われわれが上に

述べた効用の数値的性格の仮定を考えるならば

まさに通常の極大値問題であり，そうして，

その困難度は明らかに諸変数の個数(thenumber 

of variables) ，および，極大化されるべき関数

の性質(thenature of the function to be max-

imized)に依存するのであるが，しかし，これは

理論上の困難というよりも，むしろ実際上の困

難なのである。もしも生産が継続的に行われる

という事実を，そうしてまた，消費も時間の流

れのなかで展開される(そして，耐久消費財が

しばしば使用される)という事実を捨象するな

らば，可能な限りで最も単純なモデルが得られ

るであろう。そのモデノレを経済理論の基礎とし

て使用することが可能であると考えられていた

のであるが，しかし， このような企ては一一一特

筆すべきことに，それがオーストリア学派の理

論の一つの特徴でもあるが一一しばしば挑戦さ

れてきたのである。社会的交換経済の理論(the

theory of a social exchange economy)として，

このような孤立させられた個人の非常に単純化

されたモデルを用いることについての主要な反

対論は，多面的な社会的諸影響にさらされてい

る個人を表現していないということ(thatit does 

not represent an individual exposed to the 

manifold social influences)である。したがって，

模倣や，広告や，習慣や，その他の諸要因にさ

らされるであろうような社会的な世界(asocial 

world where he would be exposed to factors 

of imitation， advertising， custom， and so 

on)の中で彼の選択を行うとしたならば，まった

く異なる仕方で行動するかもしれないような個

人を分析するべきであると言うのである。これ

らの諸要因は確かに大きな違いを生じさせるで

はあろうが，しかし，それらの要因が，はたし

て極大化の過程の形式的な諸性質を変化させる

か否かが問われなくてはならないであろう (but

it is to be questioned whether they change the 

formal properties of the process of maximiz-

ing.)。じっさい、後者のような問いは、これま

で暗示されたことさえないのであり，そうして，

われわれはこの問題だけに関心を寄せるがゆえ

に，上述の社会学的考察は議論の外に置くこと

ができるのである。

(42) r <クルーソー〉と社会的交換経済の中の

ー参加者との聞に見られるその他の相違点もま

た，われわれの関心の対象とはならないであろ

う。前者の場合には交換手段としての貨幣

(money as a means of exchange)が存在せず，

そこには計算の標準(astandard of ca1culation) 

だけがあって，その目的のためにはどんな商品

でも役に立つというのも，そのような相違点の

一つにほかならない。このような困難は，じっ

さい，われわれが2.1.2において効用の数量

的な，そうして，貨幣的でさえある概念(aquanti-

tative and even monetary notion of utility)を

仮定したことによって，土中に埋め去られてし

まっている。われわれはもう一度強調しておこ

う。これらの過激な単純化をすべて行った後に

でさえも，クルーソーは社会的経済の中でその

参加者が直面するものとは全く異なる形式の問

題に直面させられているという事実(thefact that 

even after all these drastic simplifications 

Crusoe is confronted with a formal problem 

quite different from one a participant in a 

social economy faces)に，われわれの関心は

向けられていると。J33)

フォン・ノイマンとモノレゲンシュテルンのこ

のような陳述は，サイモンの〈知足的行動〉の

概念に強い関心を寄せているわれわれの問題意

識を論理的に表現するための有益な手掛かりに

なるであろう。われわれは，まず，アダム・ス

ミスの『国富論』の第I編の第X章「労働とス

トックのさまざまな雇用における賃金と利潤に

ついて」の第 I節「雇用それ自体の性質から生

じる不均等」刊の中に描かれている人間行動の諸

33) von N eumann and Morgenstern. op . cit. . pp. 9 
10. 
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局面の幾っかが，今日の経済理論で考えられて

いる〈極大化行動〉とは根本的に異なる形式を

有するのではないかということに気付いたので

あった。そうして，アダム・スミスの描こうと

した人間行動に現代的な表現を与えるうえで，

サイモンの〈知足的行動〉の取り扱いが何等か

の助けになるのではないかと考えたのである。

その際，われわれはケネス・ボールディングの

解説に負うところが大きかった。しかしながら，

われわれが本稿の第CXXVIIIの後半で再度引用して

論じたように，ボールディングの解説は，必ず

しもすべての点でわれわれを満足させるもので

はなかったのである。彼によれば，サイモンの

〈知足的行動〉は伝統的経済学の〈極大化行動〉

の数学的構造を根本的に変更するものではない

とされているのであった。

さて，ここでフォン・ノイマンとモルゲンシ

ュテルンが上掲のパラグラフ (41)の後半で「模

倣や，広告や，習慣J (Imitation，advertising， 

custom)といったような，言わば，社会学的な諸

要因の重要性を認めながらも，-しかし，それら

の要因が，はたして極大化の過程の形式的な諸

性質を変化させるか否かが問われなくてはなら

ないJ (but it is to be questioned whether they 

change the formal properties of the process 

of maximizing. )と述べていることに注目しよ

う。この言葉は，言い換えるならば，それらの

社会学的な諸要因の導入が，はたして〈極大化

行動〉の数学的構造を根本的に変化させるか否

かが問われなくてはならないということを意味

するものと受け取ってもよいであろう。そうし

て，ボールディングがサイモンの〈知足的行動〉

についてその聞いを否定しているように，フォ

34) Part 1.“Inequalities arising from the Natur巴of
the Employments themselves，" of Chapter X. 
“Of Wages and Profit in the different Employ. 
ments of Labour and Stock，" in Adam Smith， 
An lnquiry into the Nature and Causes 01 the 
Wealth 01 Nations， edited by Edwin Cannan 
(London: Methuen ，1904) ， V o!.I， Book 1， pp .101 
144. 

ン・ノイマンとモルゲンシュテルンもまた，彼

らの間いを否定するかのように受け取る向きが

あるかもしれない。というのは，かれらはその

問いの文章に続けて，次のように述べているか

らである。すなわち，-じっさい，後者のような

聞いは，これまで暗示されたことさえないので

あり，そうして，われわれはこの問題だけに関

心を寄せるがゆえに，上述の社会学的考察は議

論の外に置くことができるのであるJ(Indeed the 

latter has never been implied， and since we 

are concerned with this problem alone， we 

can leave the above social considerations out 

of account.)とo

確かに，フォン・ノイマンとモルゲンシュテ

ルンは「模倣や，広告や，習慣」のような社会

学的な諸要因を考察の外に置くばかりではなく，

上掲のパラグラフ (42)に述べられているように，

社会的交換経済にとって不可欠と思われる「交

換手段としての貨幣J (money as a means of 

exchange)までも捨象するのである。当時として

は代表的な〈商業的社会〉であったイングラン

ドに生まれ育ったロビンソン・クルーソーであ

れば，交換の相手が一人もいない孤島にあって

も，価値計算抜きで生活を行うことはないであ

ろう。それゆえ，かれは「計算の標準J(a standard 

of calculation)を必要としたのである。しかし，

「計算の標準」としてだげなら，どんな商品で

もその役に立つことができる。ある商品が人々

の手から手へと流通しなければならない「交換

手段としての貨幣」になりうるためには，材質

が変質・劣化しにくいこと，いくらでも小さく

分割できること，他の商品にくらべて相対的に

価値が高く対価として少量ですみ携帯・貯蔵に

便利であること，等の特異性を有していなくて

はならない。社会的交換経済の発達は，そのよ

うな特異な商品の存在を前提しているのである。

それにもかかわらず，フォン・ノイマシとモル

ゲンシュテルンは社会的交換経済の参加者の行

動をモデル化するにあたって，彼をクルーソー

と同じ条件のもとに置こうとするのである。し



94(274) 経済学研究 42-3 

かしながら，そのことは彼らが上述の問題に否

定的な答えを出すことを必ずしも意味するもの

ではない。彼らは，そのような問題がそれらの

批判者たちによって一度も問われたことがない

ということを指摘しているに過ぎない。そうし

て，われわれはサイモンの〈知足的行動〉が

〈極大化行動〉とは根本的に異なる形式を有す

るのではないかという聞いを提起してきている

のである。他方，フォン・ノイマンとモルゲン

シュテルンは「これらの過激な単純化をすべて

行った後にでさえも，クルーソーは社会的経済

の中でその参加者が直面するものとは全く異な

る形式の問題に直面させられているということ」

(that even after all these drastic simplifica-

tions Crusoe is confronted with a formal 

problem quite different from one a partici-

pant in a social economy faces)を主張しよう

としているのである。

そうして，フォン・ノイマンとモルゲンシユ

テノレンは続くパート 2_ 2 _ 2で，まず，ロビン

ソン・クルーソーの行動方式を次のように特徴

付ける。

(43) ，-クルーソーは一定の肉体的・物質的な

データ(諸欲求と諸物財)を与えられており，

そうして，彼の課題は，それらから結果する満

足の最大値を獲得するような仕方で，それらを

結合し応用することである。 [Crusoeis given 

certain physical data (wants and commod-

ities) and his task is to combine and apply 

them in such fashion as to obtain a maximum 

satisfaction. ]このような結果が依存するところ

のすべての諸変数を彼が独占的に支配すること

ーーたとえば，諸資源を配分し，同じ物財を異

なる諸欲求の充足のために用いるべく決定する

こと，など (that he controls exc1usively 

all the variables upon which this result 

depends --say the allotting of resources， 

the determination of the uses of the same 

commodity for different wants， etc.)に何の

疑いもありえないのである。2

(44) ，-こうして，クルーソーは通常の極大問

題(anordinary maximum problem)に直面す

るのであり，そうして，その問題の困難な点は，

すでに指摘したように，純粋に技術的な一一そ

して概念上のものではない一一一」性質のものであ

る ¥35)
0-' 

続くパート 2.2.3でフォン・ノイマンとモ

ルゲンシュテルンは彼らの研究対象となるべき

「社会的交換経済の参加者J (a participant in 

a social exchange economy)について述べる

のであるが，そのパートは当然長く，パラグラ

フ(45)から (50)までの六つのパラグラフで構成

されている。

(45) ，-いま，ある社会的交換経済における 1

人の参加者を考えてみよう。彼の問題は，もち

ろん，極大問題と共通する多くの要素を持って

いる。しかし，それはまた，まったく異なる性

質を有する若干の，非常に本質的な諸要素も含

んでいるのである。彼もまた，最適な結果 (an

optimum result)を獲得しようと努める。しか

し，それを達成するために，彼はその他の参加

者たちと交換の関係(relationsof exchange)に

入らなければならない。もしも 2人あるいは，

それ以上の人数の人々が相互に物財を交換する

ならば，各人の交換の結果は，一般に，彼自身

の行動 (hisown actions)にのみならず，また

その他の参加者たちの行動にも依存するであろ

う。こうして，各々の参加者は一つの関数(上

述の彼の〈結果})を極大化しようとするのであ

るが，しかし，彼はそれらの諸変数のすべてを

支配しているとは限らないのである。これは確

かに極大問題ではない。それは幾つかの対立し

葛藤する極大問題の特異な，そうして，不調和

な混合体(apeculiar and disconcerting mix-

ture of several conflicting maximum prob-

lems)なのである。その参加者は誰も，もっと別

の原理によって導かれるのであり，そうして，

彼の利害に影響を及ぽすすべての諸変数を決定

35) von N eumann and Morgenstern， op . cit. ， p .10. 
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しはしないのである。」問

(46) ，この種の問題は古典的な数学ではどこ

にも取り扱われていない。ぺ夕、ンティックにな

るのを恐れずに強調すれば，それは条件付きの

極大問題(conditionalmaximum problem)で

もなければ，変分法(thecalculus of variations) 

の問題でも，また，関数解析(functionalanaly-

sis)の問題でもないのである。それは，たとえば，

すべての諸変数が有限個の値しか取り得ないよ

うな最も〈初等的な》状況においでさえも，完全

な明確さをもって起こるのである O

(47) ，このような疑似的な極大問題(this

pseudo-maximum problem)にかんする通俗的

な誤った考えの，とりわけ印象的な表現は，か

の有名な命題であって，それによると，社会的

努力の目的は〈最大多数の最大幸福〉である

(according which the purpose of social effort 

is the “greatest possible good for the greatest 

possible number")ということになる。しかし，

二つの(あるいは，それ以上の)関数を一時に

極大化するという必要条件によって指導原理を

定式化することはできない[Aguiding principle 

cannot be formulated by the requirement of 

maximizing two (or more)functions at once. ] 

のである。

(48) ，このような原理は，それを文字通

りに受け取るならば， 自家撞着的 (se lf-

contradictory)である。(一般的に，ある関数は，

他の関数が極大値をとるところで極大値をとる

とは限らない。)たとえば，企業は最大の売上高

のところで最高の価格を，あるいは，最小の支

出のもとで最大の収入を獲得すべきである (that

a firm should obtain maximum prices at 

maximum turnover， or a maximum revenue 

at minimum outlay.)と言うのもそれと同然で、

ある。もしもこれらの諸原理の重要性に何等か

の順序付けがされているか，あるいは，何等か

の加重平均が取られているかしたならば，この

36) lbid.， pp .10-11. 

ようなことを言明することもできるであろう。

しかしながら，社会的経済における参加者たち

の状況のもとでは，その種のことは何ももくろ

まれてはいないのであるが，それにもかかわら

ず，あらゆる極大値が一一ーさまざまな参加者た

ちによってー←一同時に待望されているのである。

(49) '10ページの脚注2において述べられて

いるクルーソーの場合の困難のように確率論の

技法によるだけで，それが回避できると信じる

ならば，人は誤りを犯すことになるであろう。

参加者たちの誰もが彼自身の行動を描写すると

ころの諸変数(thevariables which describe his 

own actions)を決定することはできるが，しか

し，他の参加者たちの行動にかんする諸変数を

決定することはできない。それのみならず，そ

れらの〈他人〉変数(those“alien" variables)は

彼の観点からは統計学的な諸仮定(statistical

assumptions)によって描写され得ないのである。

その理由は，他の参加者たちも，ちょうど彼自

身と同じように，一ーその意味は何であれー一

合理的な諸原理(rationalprinciples)によって指

導されており，そうして，それらの諸原理と，

すべての参加者たちの葛藤する利害の相互作用

を理解しようとしないような処理方法(modus

ρrocedendi ... which does not attempt to 

understand those priciples and the interac-

tions of the conflicting interests of al1 partici-

pants)は正しくはありえないということにある。

(50) ，時として，これらの諸利害の一部が多

少とも同じ方向に沿うこともあろうーーその場

合には，われわれは単純な極大問題に，より近

くなるであろう。しかし，それらの利害は，そ

の場合に劣らず，対立することもありうるので

ある。その一般理論は，これらのあらゆる可能

性と，それらの中間的な諸段階のすべてと，そ

うして，それらのあらゆる組み合わせを包括的

に説明するものでなくてはならない(Thegeneral 

theory must cover al1 these possibilities， al1 

intermediary stages， and al1 their combina 

tions .)のである。J37)
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守口ビンソン・クルーソー〉豪華議j の参加者

はクルーソーただ1人であって，彼の他には誰

もいない。それに対して r社会的交換経諦」の

参加者は複数，そうして，し試しば，多数であ

る。ニつの経語専の本賞的な相違点としてフォン

.ノイマンとそルゲンシュテルンが着目するの

は，読者{の場合には，そのただ1人の参加者に

とって「一定む権体的・物質鵠なデ…タ」

る「議議求と諸物財J(wants and commodities) 

を所与としながら，彼自身で文書Eあるいは制御

できる議変数奇用いて〈合理的行動〉の枠組を

組み立てることができるのに対して，後殺の場

は，高うる I人の参加者をまず敢り上げて彼

の持動を分析しようとするどき，その{患の参加

ちの行動が設の行動に経存しているという

事実を無損ずることができないので，援の

理的行動〉の枠績を「古典的な数学」で扱われ

てきた単純な極大問題に帰着させることができ

ないという点である。

もちろん，ロビンソン・クルーソ…にも斜欝

不可能な諸変数がないわけではない。そのこと

は，クルーソーのく合現的行動〉の枠組を要約

したパート 2. 2. 2のパラグラブ(43)の羅に

られである縄住2に次のように述べられて

いる。

{宮崎として，髄鎮]不可能な鵠要国(uncontrol欄

lable factors) ，たとえば，農業における天候の

ような袈悶が介裂することもある。しかしなが

これらのものは純粋に統計学的な現象(statis-

tical phenomena)なのである。その結果として，

それらは確率解析の既知の技法(theknown pro‘ 

cedures of the ca1culus of probabilities)によ

って，すなわち，さまざまな選択設の確率を決

ることによって，また， <数学的期待綴〉の

韓念:を導入することによって，排験することが

でききる。一

ぞれゆえに， ピンソン・クルーソ←》

37) Ibid. ，p.ll 
38) Ibid. ，p.l白1..

経済Jの場合には，その参加者が制欝ずる ζ と

のできない変数は，少なくとも理論上は，存在

しないものと考えることができるのである。ぞ

れに対して r社会的交換経務」の特質は，その

参加者たち]人1人の意思決定の枠組の中に制

調}不可能な議選芝数が介殺せざるを得ないkいう

ことに見いだされる。ブオン・ノイマンとそル

ゲンシュテノレンは，それらの制調不可能な変数

そr<f邑人〉変数」と呼ぶのであるo彼らの
すく合理的行動〉の棒緩みは〈他人》変数を明

示的に取り入れたものでなくてはならない。そ

うして，その糠離は〈能人〉変数が所与とされ

る単純な極大鱈題をその特殊ケ…スとして包含

しうるがゆえに， (The general the-

ory)と呼ばれているのである。

ブオン・ノイマンとモルゲンシュテルンむサ

ブセクション2.2の議畿のパート 2.2.4は次

の三つのパラグラフで構成されているo

(51) rクルーソ

的経済の一参加者のそれと

しと，社会

は次のよ

うに説顎ずることもできる。すなわち，クルー

ソーは彼の議;段、が鰐御するところの議変数とは

別に，多数のく死んだ〉データ(anumber of data 

which are “dead")を与えられる。そうして，

ぞれらはその状況の変更不可議な肉体的・物繋

的背景(theunalterable physical background 

of the situation.)なのである。{それらが一見し

たところ可変的である場合でさえも，たとえば，

10ページの脚法2に見られるように，ぞれらは

ところ罰定的な統計学ょの諸法則によって

れているのである。)彼が処壊しなけれ

ばならないデータはーっとして潤の人物の一一…

被告身のものと同じ性繋の諸動機に基づく一一一

経済的な麓類の意志もしく (another per-

son's will or intention of an economic kind 

一一“basedon. motives of the same nature as 

his ow泌を反映するものではない。

経済のー参加者は，ぞれに対して，この最後の

型のデータにも誼面する O すなわち，ぞれらは

{額格のように)そ5強の多加者たちの行動と意
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志のはたらきの所産(theproduct of other par-

ticipants' actions and volitions)なのである。

彼の行動(actions)はこれらのデータに対する彼

の期待によって影響されるであろうし，また，

それらは彼の行動にたいするその他の参加者た

ちの期待を反映しでもいる。 J39)

(52) ，こういうわけで，クルーソー経済の研

究と，そうして，それに適用可能な諸方法の使

用は，これまで最も先鋭な批判者たちが考えて

きたことと比べてさえも，経済理論にとっては

るかにもっと限定的な価値しかないのである。

このように価値が限定されることの根拠は，わ

れわれが先に言及したことのある社会的諸関係

それらの重要性をわれわれは疑ってはいな

いけれども の分野の中にあるのではなくて，

むしろ，既存の(クルーソーの)極大問題と，

上で素描したもっと複雑な問題との聞にある概

念的な相違から生じるのである。

(53) ，以上に述べたところによって，われわ

れが今から真に概念上の たんなる技術的な

ものではない一一一困難に直面するのであるとい

うことを読者が納得されるよう希望する。そう

して， {戦略のゲーム〉の理論(thetheory of 

“games of strategy")が主として対処しようと

しているのは，このような問題なのである。J40) 

オーストリア学派の経済学の伝統的な〈経済

人間}，すなわち， {ロビンソン・クルーソー〉

は，自己の行動の計画を立てるに当たりその計

画のデータとする諸要因が，基本的に，その状

況の変更不可能な自然的背景J(the unalterable 

physical background of the situation)と見な

されるべきものであるのに対して，フォン・ノ

イマンとモルゲンシュテルンの言う「社会的交

換経済」の 1人の「参加者」は「別の人物の

彼自身のものと同じ性質の諸動機に基づく一一

経済的な種類の意志もしくは意図を」反映する

ところのデータ(datawhich reflect “another 

39) Ibid.，pp.lH2. 

40) Ibid.，p.12. 

person's will or intention of an economic kind 

一一-basedon motives of the same nature as 

his own")に直面しなくてはならない。後者の型

のデータは，(価格のように)その他の参加者た

ちの行動と意志のはたらきの所産J[the product 

of other participants' actions and volitions 

(Iike prices) ]なのであるとフォン・ノイマン

とモルゲンシュテルンは述べている。

もちろん， {ロビンソン・クルーソー〉と本質

的に同じ行動をとる伝統的な〈経済人間〉も，

市場の中に置かれるときは諸価格に直面するの

であるげれども，その場合，同じく伝統的な〈完

全競争〉もしくは〈純粋競争〉の仮定によって，

それらの価格は彼の目に，(死んだ〉データ」

(“dead" data)と映り，彼は伝統的な〈極大化

行動〉を変更する必要を感じないのである。フ

ォン・ノイマンとモ/レゲンシュテルンは，社会

的交換経済」の 1人の「参加者」が諸価格を，{死

んだ〉データ」としてではなしその他の参加

者たちの経済的諸動機に基づく意志のはたらき

が絶えず、反映される，いわば〈生きた〉データ

として受け取る場合の行動形式を解明しようと

いう新しい問題を提起しているのである。この

意味において，彼らは， {完全競争〉の仮定によ

って保証される単純化された状況は「社会的交

換経済」の普遍的状況ではないという立場を取

っているものと受け取ることができるであろう。

ところで〈完全競争〉が出現すると期待でき

る環境を規定する試みには，細部にわたるとさ

まざまな違いが見られて，経済学者たちの間で

完全な合意が得られる定義を下すことは意外に

困難な問題であるけれども，市場に参加する売

り手と買い手の人数が，それぞれ，多数である

という条件は，その定義が持つべき不可欠の条

{牛でなくてはならない。こうして，フォン・ノ

イマンとモルゲンシュテノレンの議論の筋道に〈参

加者〉の人数の問題が浮かび上がってくるのは，

ほとんど必然である。こうして，われわれは彼

らのサブセクション2.3'諸変数の個数と参加

者の人数J (The N umber of Variables and the 
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Number of Participants)に到達するのである。

CXXXI 

このサブセクションは二つのパートに分かれ，

その最初のパート 2.3.1は次の三つのパラグ

ラフで構成されている。

(54) ，社会的交換経済における諸事象を表示

するために上の諸パラグラフでわれわれが用い

たところの形式ばった準備立て(theformal set-

up)は，この経済における参加者たちの諸行動(the

actions of the participants)を描写する多数の

〈諸変数>(“variables勺を利用しているのであ

った。こうして，どの参加者にも彼の行動を完

全に描写する，すなわち，彼の意志の表明を明

確に表現する諸変数，あるいは， {彼の〉諸変数

の集合(aset of variables. “his" variables. 

which together completely describe his 

actions. i. e. express precisely the manifesta 

tions of his will)が定められているのである。

われわれはこれらの諸集合を諸変数の部分集合

(the partial sets of variables)と呼ぶ。すべて

の参加者たちの部分集合を寄せ集めるとすべて

の変数の集合(theset of all variables)になる

が，それは全集合(thetotal set)と呼ばれる。そ

れゆえ，諸変数の総数(thetotal number of 

variables)は，まず第1に，参加者の人数，す

なわち，部分集合の個数(thenumber of partici-

pants. i. e. of partial sets)によって，そうし

て，第2に，それぞれの部分集合に含まれる諸

変数の個数(thenumber of variables in every 

partial set)によって決定される。

(55) ，純粋に数学的な観点からは，どれでも

一つの部分集合に属する諸変数のすべてを 1個

の変数(asingle variable)，すなわち，その部

分集合に対応する参加者の〈代表〉変数(“the"

variable of the participant corresponding to 

this partial set)として扱うことに反対する理由

はない。じっさい，それはわれわれが数学的な

議論の中で頻繁に使用することになる一つの〈手〉

(a procedure)なのであり，そうして，それは概

念上なんら違いを生じさせることが絶対になし

また，それによって記号表示がかなり単純化さ

れるのである。

(56) ，しかしながら，当面のところは，それ

ぞれの部分集合の中の諸変数を互いに区別する

ことをわれわれは提案する。自然に思い当たる

経済モデノレに照らして考えると，そうするほう

が良いように思われる。こうして，どの参加者

についても，彼が取得したいと望む個々の財の

数量を一つ一つ分離した変数によって描写する

のが望ましい。J41)

上掲のパラグラフ (54)で，社会的交換経済」

の「参加者」たちの行動を描写する諸変数の総

数を決定する要因が， (i) ，参加者たちの人数，

すなわち，部分集合の個数」と， (jj) ，それぞれ

の部分集合に含まれる諸変数の個数」という二

つのカテゴリーに分けられたのは，社会的交換

経済」における諸事象に複雑さをもたらす事情

を明らかにするためである。その事情は，続く

第2のパート 2.3.2に進むとき，おのずと明

らかになるであろう。その前に，われわれはパ

ラグラフ (55)の最初のセンテンス，すなわち「純

粋に数学的な観点からは，どれでも一つの部分

集合に属する諸変数のすべてを 1個の変数…と

して扱うことに反対する理由はない」という陳

述に注釈を加えておこう。

一つの例として，われわれが前稿で論じたサ

イモンの「製靴工場」のモデルについて考えて

みよう。この工場の管理者は，生産者として「社

会的交換経済」のー参加者で、あると考えられる。

しかし，少し厳密に言うならば，その意思決定

の形式からして，彼はフォン・ノイマンとモル

ゲンシュテルンの言う「社会的交換経済」の「参

加者」であるよりも，むしろ， ，{ロビンソン・

クルーソー〉経済」の住人の同類であると言う

べきかもしれない。しかしながら，パラグラフ

(55)の問題の文章は，その他の「参加者」たち

41) Ibid. 
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の存在とは何のかかわりもなく，彼の「部分集

合」に含まれる諸変数の個数，言い換えれば，

彼が制御することのできる諸変数の個数を問題

にしているのであるから，クノレーソーと同類で

ある「製靴工場」の管理者を例にとることには，

格別の問題はないと言ってよい。

さて，われわれが定式化した「製靴工場」の

モデルに従えば，生産部門の管理者である彼は

営業部門から指示される〈生産者価格〉ρをデー

タとして〈生産量}xを決定する生産計画を立て

るのであった。われわれはρとxの両方を，それ

ぞれ実数値をとる一つのパラミターないしは変

数としてきたのであるが，現実の問題として，

その工場で生産される靴が，すべて同一種類の，

かつ，同一サイズの靴であるとは，とうてい考

えることはできないであろう。いかに小規模の

「製靴工場」と言えども，多少とも多様ならざ

るを得ない消費者の需要に合わせて，何種類か

の，そうして，それぞれの種類について幾つか

のサイズを分けて生産しないでは，経営が成り

立たないであろうからである。いまサイズの違

いも含めてη種の靴を生産しているものとするな

ら，その「製靴工場」の生産量は 1個の実数変

数ではなくて，n1固の実数変数を成分とするベク

トル変数

x = (X1' ，Xz，…，Xn) 

でなくてはならないであろう。

そうであるとするならば，彼に指示される〈生

産者価格〉もn次のベクトル

ρ= (ρ1， P2'…，Pn) 

でなくてはならない。

そうすると， <生産者収入〉は

ρx'=ヱρiXi 

である。ここで，もちろん，x'はxの縦ベクトル

である。

さらに，これらの諸生産量 (X1，，Xz，…，xn)に

依存して定まる可変費用Uを多変数の実数関数

v=ゆ(x)ニ φ(X1，ゐ，…，ゐ)

で表し，そうして，固定費用Cを任意に与えられ

る一つの実数値とすると， <生産者利潤〉π(x)は

次のように定義される。すなわち，

π(x) =ρx'一 (v+c)

=ρ x' φ(x) -C 

ここで，-製靴工場」の管理者が制御すること

のできる諸変数勾の個数が複数個(すなわち n

孟 2)であろうが，あるいは，われわれが前稿

で扱ったときのように 1個(すなわち，n= 1) 

であろうが，関数π(x)に適用される数学的諸演

算の結果に根本的な違いが生じえないことは明

白であろう。フォン・ノイマンとモノレゲ、ンシュ

テルンがパラグラフ (55)の冒頭で「純粋に数学

的な観点からは，どれでも一つの部分集合に属

する諸変数のすべてを 1個の変数，すなわち，

その部分集合に対応する参加者の〈代表〉変数

として扱うことに反対する理由はない」と述べ

ているのは，この意味においてである。そうし

て，-部分集合」に属する諸変数の個数を増加さ

せることから生じる複雑さはフォン・ノイマン

とモルゲンシュテルンの興味の対象ではない。

彼らの興味の対象は，-部分集合」の個数，すな

わち，-参加者」の人数が複数の場合に生じる複

雑さはどのようなものか，そうして，さらには，

その数が増加するにつれて，その複雑さの性質

がどのように変わるか，ということなのである。

もう少し具体的に言うなら，先に掲げた彼らの

著書『ゲームの理論と経済行動』の目次にも見

られるように，まず，第III章の「ゼ、ロサム 2人

ゲ、ーム」から出発し，次に，第V章では「ゼ、ロ

サム 3人ゲーム」に進み，ついには，第VI章で

「ゼ、ロサムn人ゲーム」の一般理論に至るという

議論の構成が彼らの関心の所在をはっきりと示

している。しかしながら，彼らは彼らの主たる

興味の対象に突き進む前に，すなわち，<ゲーム〉

一般についてのより普遍的・抽象的な議論に進
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む前に，社会的交換経済」の「参加者」たちが

演じる特殊なゲームに対して彼らの理論がいか

なる光を当てうるかを予告しようとしているの

である。そうして，上掲のパラグラフ(56)に述

べられているように，自然に思い当たる経済モ

デノレに照らして考えると」一つの「部分集合」

に属する諸変数を一つにまとめて議論を進める

よりも，当面のところは」それらの諸変数を区

別するほうが良いというわけである。

さて，サブセクション 2.3の後半のパート 2.

3.2は次の二つのパラFグ、ラフで構成されている。

(57) ，いま，われわれは次のことを強調して

おかなくてはならない。すなわち 1人の参加

者の部分集合の内部にある諸変数の個数の増加

は，われわれの問題を技術的に複雑化しうるか

もしれないが，しかし，それは単に技術的にで

しかない。こうして，クルーソー経済一一一そこ

ではただ1人の参加者と，そうして，ただ1個

の部分集合しか存在しないので，その部分集合

は全集合に一致する一ーにおいては，必要とさ

れる極大値の決定を，そのことが技術的により

困難にするかもしれないけれども，しかし，そ

れが問題の〈純粋な極大〉という性格を変更す

ることはないであろう (butit will not alter the 

“pure maximum" character of the prob司

lem.)。他方，もしも参加者たちの人数 すな

わち，諸変数の部分集合の個数一ーが増加する

ならば，非常に異なる性質の事象が生じるであ

ろう。やがて重要であることが判明するであろ

うところの術語，すなわち，ゲームの術語を用

いると，それはそのゲームのプレイヤーの人数

(the number of players in the game)の増加と

同じことである。しかしながら，最も単純な場

合を例にとると 3人ゲームは 2人ゲームとは

根本的に非常に異なっており 4人ゲームはま

た3人ゲームと異なっている，といった具合に

なる。この問題一一それは，われわれがすでに

見たように，極大問題ではけっしてないーーの

組み合わせ的に増大する複雑さは一一われわれ

の以下の議論が十分に示すであろうように一一

プレイヤーの人数が増加するたび毎に，途方も

なく増大するのである。

(58) ，このような問題に，われわれがここま

で細かく立ち入ってきたについては特別の理由

がある。それは経済学のたいていのモデルの中

にこれら二つの現象がそれぞれに特異な混じり

合いで見られるからである。プレイヤーの，す

なわち，社会的経済の参加者たちの人数が増加

するときにはつねに，たとえば，交換される商

品やサーヴィス，あるいは，使用される生産工

程などの種類が増えるといった形で，経済シス

テムの複雑さもまた増大するのが普通であるか

らである。こうして，すべての参加者のそれぞ

れの部分集合に含まれる諸変数の個数も増加す

る見込みが大きい。しかし，参加者たちの人数，

すなわち，部分集合の個数もまた増加してしま

っているのである。こうして，われわれが論じ

た複雑さの二つの源泉の両方が，足並みを揃え

て，諸変数の総数の増大に寄与するのである。

これらの源泉の各々をそれぞれに本来的な役割

についてはっきりと説明することが不可欠であ

る 142)。」

これら二つのパラグラフ (57)と(58)を読めば，

先に掲げたパラグラフ (54)で「社会的交換経済

の参加者たち」の行動を描写する，<諸変数)J

の個数を決定する，換言すれば，その行動の複

雑さを決定する上で，異なる役割を演じるもの

をこつのグループに分けたことの意味がはっき

りと理解されるであろう。フォン・ノイマンと

モルゲンシュテルンの著書『ゲームの理論と経

済行動』の主たる目的は， <社会的交換経済〉を

一つの特殊ケースとして含む，より一般的な〈戦

略のゲーム〉の中で， <参加者〉あるいは，より

一般的には〈プレイヤー〉の人数が，すなわち，

〈部分集合〉の個数が増加するにつれて生じる

複雑さのありょうを解明することにあると思わ

れる。しかしながら，問題を特殊な〈社会的交

換経済〉に限定して考える場合には，単に伝統

42) Ibid.，p.13. 
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的な経済学のモデルが〈部分集合〉内部の諸変

数を複数個考えるのを通例としてきたことにと

どまらず，もっと根本的に， <社会的交換経済〉

においては〈部分集合〉の個数の増加と， <部分

集合〉内部の諸変数の個数の増加とが，密接不

可分に結び付いているという事情を無視しでは

ならないというのが，パラグラフ (58)の論旨な

のである。われわれの関心は，何よりもまず〈社

会的交換経済}，および，それを構成する諸組j織

体とその〈参加者〉たちに向けられていて，よ

り一般的な〈戦略のゲーム〉はそれが〈社会的

交換経済〉に関連する限りにおいて，われわれ

の興味を司|くのであるから，彼らの著書「ゲー

ムの理論と経済行動』の第 I章の，その著書に

とっては枝葉と思われる部分を，特に取り上げ

ているのである。フォン・ノイマンとモルゲン

シュテルンは〈社会的交換経済〉の特殊な局面

にさらに立ち入って，サブセクション 2. 4 ，-多

数の参加者たちのケース:自由競争J(The Case 

of Many Participants: Free Competition)を設

けている。われわれは，以下で，節を改めて，

その議論を見ることにしよう。

CXXXII 

このサブセクションは三つのパートに分かれ，

そうして，その最初のパート 2.4.1は次のパ

ラグラフ(59)だけで構成されている。

(59) ，-2 . 2 . 2 ~ 2 . 2 . 4においてクルーソ

ー経済と社会的交換経済との聞の対照を詳しく

述べた際に，われわれは後者において参加者の

人数 その数は 1よりも大きいーーが適度の

大きさであるときに，より顕著に現れる特徴を

強調した。参加者の誰もが彼自身の行動に対す

るその他の参加者たちの予見される反応 (the

anticipated reactions of the others to his own 

measures)によって影響されるという事実，そ

うして，このことが参加者たちの各々の誰につ

いても真であるという事実こそが，複占

(duopoly) ，寡占 (oligopoly)などの古典的な

諸問題の著しい問題点なのである。参加者たち

の人数が極めて大きくなるとき，どの特定の参

加者の影響も無視できるものになるであろうこ

と，そうして，上に述べた困難が消滅して，も

っと通念的な理論が可能になるかもしれないこ

とが多少とも期待できるであろう。それは，言

うまでもなく，<自由競争H“freecompetition") 

という古典的な状態である。じっさい，それは

多くのすぐれた経済理論の出発点であった。こ

の多人数の場合一一自由競争ーーと比較すると，

売り手の側の小人数の場合 独占，複占，寡

占ーーは例外的で，異常であるとさえ考えられ

ていたのである。(後者の場合においでさえ，参

加者たちの人数は，買い手たちの聞での競争を

考慮に入れると，なお非常に多いのである。本

当に小人数のかかわっている場合は，双方独占

の場合か，一方が独占で他方が寡占の聞の交換

の場合，あるいは，双方が寡占の場合などであ

る。)J43) 

〈クルーソー経済〉と〈社会的交換経済〉と

の最も根本的な相違点は，前者の中には行動の

主体がクルーソーただ l人しかいないのに対し

て，後者の〈参加者〉は複数，すなわち 2人

以上いるという点である。そうして，後者の〈参

加者}たちの行動を解明するうえで問題の核心

となる事柄は，-参加者の誰もが彼自身の行動に

対するその他の参加者たちの予見される反応(the

anticipated reactions of the others to his own 

measures)によって影響されるという事実，そう

して，このことが参加者たちの各々の誰もにつ

いて真であるという事実」であることを，フォ

ン・ノイマンとモノレゲンシュテルンは強調した

のである。そこで， <社会的交換経済〉の〈参加

者〉たちの人数を表す自然数n(ただしnミ2) 

を限りなく大きくして行くと，やがて「どの特

定の参加者の影響も無視できるものになるであ

ろうこと」が期待できるのではないかという〈推

測}(a surmise)がここに提出される。そうして，

43) Ibid.， pp .13-14 
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フォン・ノイマンとモ1レゲンシュテノレンは， こ

の〈推測〉に対する経済理論の状況に議論を進

めるのである。そのためのパート 2.4.2に目

をやる前に，われわれは「参加者の誰もが彼自

身の行動に対するその他の参加者たちの予見さ

れる反応によって影響されるという事実」につ

いて一定の定式化を施し，そのうえで〈参加者〉

の人数nを限りなく大きくして行くという論理的

過程の中には，先に触れたサイモンの問題，す

なわち，-事前に予見されていた諸帰結のみなら

ず，その選択された戦略から結果するすべての

諸帰結J，換言すれば，事前に予見されていなか

った諸帰結までも視野に入れて行動の〈合理性〉

を考えるという問題は包含されないということ

を指摘しておかなくてはならない。

さて，フォン・ノイマンとモノレゲンシュテlレ

ンのパート 2.4.2は次の三つのパラグラフで

構成されている。

(60) ，-伝統的な観点にたいして十分な公正を

たもつために，次のことが述べられなくてはな

らない。すなわち，非常に多数のものは，中規

模数のものよりも，しばしば容易に取り扱える

ということは，厳密な物理科学の諸分野で良く

知られている現象である。自由に動き回る約1025

個の分子を含むガスについての極めて厳密な理

論は 9個の主要な惑星で構成される太陽系の

理論よりも比較にならないくらい容易なのであ

る。そうして，それはほぽ同じ規模の3個ない

しは 4個の天体から成る多重星の理論よりもな

お容易である。このようなことが起こるのは，

もちろん，ガスの理論の場合には統計学と確率

論の諸法則を適用することができるという，申

し分のない可能性があるからである。

(61) ，-このようなアナロジーは，しかしなが

ら，われわれの問題については到底，完全なも

のではありえない。 2個， 3個， 4個…の物体

にかんする力学の理論は良く知られており，そ

うして， (その特殊な，そして，計算上の形式と

は違う)一般理論的形式において，大数につい

ての統計理論の基盤が確立しているのである。

社会的交換経済については すなわち，それ

と同等の〈戦略のゲーム〉については 2人，

3人， 4人…の参加者の理論はこれまでのとこ

ろ欠落してきたのである。この必要こそが，わ

れわれの既述の議論が確立しようと意図してい

たものであり，そうして，われわれの以下にお

ける考察が満たそうと努めるものなのである。

換言すると，中規模程度の人数の参加者たちに

ついての理論が満足のいくように展開された後

に初めて，極めて多数の参加者たちという条件

が状況を単純化することになるか否かを，決定

することが可能になるであろう。もう一度繰り

返し述べてみよう。すなわち，われわれは一一

主として，上述した他の研究領域におげるアナ

ロジーがあるがゆえに一一一このような単純化が

生じるであろうという希望を共有しているので

ある。自由競争にかんする現今の主張の数々は，

非常に価値のある推測であり，また，刺激的な

諸結果の予想であるように思われる。 (Thecur-

rent assertions concerning free competition 

appear to be very valuable surmises and 

inspiring anticipations of results.)しカ3し，そ

れらは結果ではないのであり，そうして，われ

われが上に述べた諸条件が満たされないかぎり，

それらをそのようなものとして扱うのは科学的

な意味において不健全である。

(62) ，-(交換比率の)不決定の領域 [thezones 

of indeterminateness (of rates of exchange) ] 

それは，参加者の人数が少ないときには，

疑問の余地なく存在する一ーは，その人数が増

加するにつれて，狭くなり，そうして，ついに

は消滅するということを示すのを目的とする理

論的な議論についてはかなりの量の文献がある。

このように，参加者の人数が増加するにつれて

不決定の領域が狭くなって行くということは，

すべての解がはっきりと一意的に決定されるよ

うな自由競争という一一非常に多数の参加者た

ちについての一一理想状態に向けて連続的に移

行するための準備を与える。このことが，実際

に，十分な一般性をもって実現されることが希
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望されなくてはならないけれども，同時に，こ

の主張のような何事かがこれまでに終結的に確

立されてしまっているという見解に譲歩するわ

けにはいかない。それから逃れる道はないので

ある。すなわち，自由競争といったような，大

数の極限的なケースにおいて問題の性格が変化

することについて何事かが証明されうる前に，

少数の参加者たちについて問題が定式化され，

解かれ，そうして，理解されなくてはならない

(The problem must be formulated， solved， 

and understood for small numbers of partici-

pants before anything can be proved about 

the changes of its character in any limiting 

case of large numbers， such as free competi 

tion .)のである。J44}

フォン・ノイマンとモルゲ、ンシュテルンは〈ゲ

ームの理論〉を構築することによって〈経済行

動〉の特性にも光を当てようと志しているので

あるが，その志向の出発点には，経済学以外の

領域，とりわけ物理学の領域で発見されている

現象からのアナロジーが成立するのではないか

という〈推測〉ないしは希望的観測があること

が，ここに表明されている。その現象とは，研

究対象となる個体の個数が2個， 3個， 4個…

と増加するにつれて，最初は問題の複雑さも増

大するであろうが，その個数が無限に増加する

極限的な状態に至ると，問題の性格が一変して，

非常に単純な法則が成立するという現象である。

それは一つのパラドックスであり，われわれの

知的好奇心を強くそそるものを持っている。し

なしながら，彼らの研究の出発点にあるこのア

ナロジーには，一見して，重大な難点が見いだ

される。すなわち， <社会的交換経済〉の〈参加

者〉たちは，ガスを構成する微粒子や，太陽系

を構成する惑星といった物体と違って，個々に

多少とも独立した意志を有する生物である。こ

のような個体の意志の存在は，<社会的交換経済〉

における現象を，物理現象以上に複雑化するは

44) Ibid. ，p.14. 

ずのものである。それゆえ，われわれはパラグ

ラフ (61)の冒頭にある彼らの文章を借用して，

ここにわれわれが述べた意味で「このアナロジ

ーは・・・われわれの問題については到底，完全な

ものではありえないJ (This analogy … is far 

from perfect for our problem.)と言うことが

できるであろう。彼らが〈社会的交換経済〉を

〈戦略のゲーム>(“games of strategy")のーっ

と見立てるとき，彼らによって定式化された〈ゲ

ーム〉に〈社会的交換経済〉の〈参加者〉たち

の意志がどのような形で反映されているかとい

う問題は，彼らの企ての成果を評価するうえで

重要な問題点となるであろう。

しかしながら，フォン・ノイマンとモルゲン

シュテルンがパラグラフ (61)の冒頭の文章に込

めた意味は，われわれの意味とは全然別のもの

である。個体の意志の存在・不存在の問題は問

わないとしても， r 2個， 3個， 4個…の物体に

かんする力学の理論J(the theory of mechanics 

for 2，3，4，…bodies)は r一般理論的な形式」

(its general theoretical form)に，はっきりと

定式化されているうえに，それらの理論は「大

数についての統計理論J (the statistical theory 

for great numbers)によって基礎付けられてい

るということに照らして見るとき，<社会的交換

経済〉の理論には r2人， 3人， 4人…の参加

者の理論がこれまでのところ欠落していたJ(the 

theory of 2， 3， 4，・・・ participants was hereto-

fore lacking. )という意味で，彼らはそのアナロ

ジーが完全なものではないと述べているのであ

る。この欠落を埋める〈必要〉が彼らをこの研

究に駆り立てた動因であったのである。

フォン・ノイマンとモルゲンシュテノレンのこ

のような考え方に沿う試みとして，彼ら以前に

アントワーヌ・オーギュスタン・クールノー

(Antoine Augustin Cournot)の例が想起される

かもしれない。クールノーは「生産者たちの競

争J (Ia concurrence des producteurs)を考察

するに先立つて 1人の生産者を抽出し，その

生産者が市場の売り手側で「独占J(monopole) 
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の状態に置かれた場合を分析の出発点としたの

である。そうして，彼は「生産者たちの競争」

の議論の冒頭で，今日〈複占>(duopole)と呼ば

れる状態について明確な定式化を与え，次に，

その結果に基づいて生産者の人数が3，4…n， 

と増加する場合の議論の骨子を述べている4九

しかしながら，先に掲げたパラグラフ(59)の

末尾で( )で囲んで付言されていたように，

フォン・ノイマンとモルゲンシュテルンにとっ

ては，クールノーの扱った独占，複占，寡占の

場合でさえ，-参加者たちの人数は，買い手たち

の聞での競争を考慮に入れると，なお非常に多

い」のである。彼らが必要としているものは，

売り手と買い手の両方を取り込んだ市場を，あ

るいは，もっと一般的な立場に立っと， <社会的

交換経済〉全体を，一つのゲームとして，その

参加者の人数がわむし… n，であるよう

な〈戦略のゲーム〉の一般理論なのである。そ

のような理論は，確かに彼らの言うように，こ

れまで「欠落していた」と言うことができるで

あろう。

フォン・ノイマンとモルゲンシュテルンによ

れば，そのようなステップが確実なものにされ

ない限り， <自由競争〉の理論から演揮される諸

命題は，非常に価値があり，刺激的であるにし

ても，結局のところ，-推測J(surmises)ないし

「予想J(anticipations)に過ぎない。そうして，

そのような諸命題を，あたかも科学的研究の「結

果J (results)であるかのように受け取るのは，

「科学的な意味で不健全J (scientifically un-

sound)であると，述べられている。

ここで，彼らが用いている「科学的に」とい

45) A. A. Cournot. Recherches sur les Principes 
Mathematiqes de la Theorie des Richesses， 
Oeuvres Completes， Tome VIII，edite par Gerard 
J orland (Paris : Librairie Philosophique J. Vrin， 
1980).この書物の索引(Indexdes Matieres，p. 
189)に「複占J(Duopol巴)という語が載っているけ
れども，クールノー自身はこの語を使用してはおら

ず，編者のジエラール・ジョルランが用いているに

過ぎない。

う言葉は，それらの諸命題が「経験的なJ(empiri-

cal)根拠を持っているか否かという問題とは全く

関係がないことが注意されなくてはならない。

彼らは命題が導出される過程の「論理的な」

Oogical)根拠を問題にしているのである。それ

は，あたかも解析学における諸命題の論理的根

拠を，実数の連続性にかんする公理系の確立に

もとめる主張と軌をーにするものであるように

思われる。数学のこの分野での成果が〈無限〉

という概念の意味を論理的に明確にしたことに

あるように，<社会的交換経済〉の理論において，

無限に多数の参加者とどこかで結び付く〈自由

競争〉の概念の論理的根拠を明確にすることを，

彼らは意図していると受け取られるのである。

さて，サブセクション 2. 4 ，-多数の参加者の

場合:自由競争」の最後のパート 2.4.3は次

のパラグラフ (63)だりで構成されている。

(63) ，-この問題を根本的に再検討することは

次の理由によってなおいっそう望ましいものと

なる。すなわち，参加者たちの人数を単に増加

させるだけでつねに窮極的に自由競争の状態に

到達することは確実でもなければ，確からしい

ことでもない(itis neither certain nor probable 

that a mere increase in the number of partici-

pants will always lead in fiηe to the con-

ditions of free competition.)からである。自由

競争の古典的な諸定義(The classical defini-

tions of free competition)はどれもみんな，そ

の人数の多いことの他にも，もっといろいろな

仮定を必要としている。たとえば，もしも参加

者たちの大きなグループの幾っかがーーイ可等か

の理由によってーーいっしょに行為するならば，

参加者たちが多数であるという条件が効果を発

揮しないかもしれないということは明白で、あろ

う。その際，多数の独立に行為する諸個人の聞

にではなくて，少数の大きな〈連合体pの問で

(between large “coalitions，" 1 few in number) 

決定的な取引が交わされるかもしれない。〈戦略

のゲーム〉についてのわれわれの以下での議論

は， <連合体〉の役割と規模がこの問題の全体に
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わたって決定的(decisive)であることを示すであ

ろう。その結果として，上述の困難は一一一新し

いものではないにしてもーーなお，決定的に重

要な問題として残るのである。少数の参加者か

ら多数への〈極限的移行〉を扱う満足のいく理

論(anysatisfactory theory of the “limiting 

transition" from small numbers of partici. 

pants to large numbers)は，どういう事情のも

とで，このような大きな連合体が形成されるか，

あるいは，されないか(under what circum-

stances such big coalitions will or will not be 

formed)“一ーすなわち，どのようなときに多数の

参加者の条件が効果を発揮し，そうして，多か

れ少なかれ，自由競争に導くことになるか(when

the large numbers of participants will 

become effective and lead to a more or less 

free competition.)を説明するものでなくてはな

らないであろう。これらの諸選択肢のうちのど

れが起こる見込みが高いかは，その状況の自然

的データ (thephysical data of the situation) 

に依存するであろう。この問題に答えることは，

われわれの考えるに，自由競争のどの理論に対

しでも実体的な挑戦(thereal challenge to any 

theory of free competition)となるであろう。J46)

このパラグラフの，{連合体}Jという語には，

次のような脚注lが付けられている。

11たとえば，労働組合，消費者生活協同組合，

産業カルテル，そうして，おそらしもっと政

治的な世界の幾つかの組織体が考えられる。J47) 

ここに挙げられている組織体の諸事例は，明

らかに，サイモンの研究対象である〈管理組織〉

(administrative organizations)と一致する。フ

ォン・ノイマンとモルゲンシュテJレンにあって

は，それらの〈連合体〉は，一つの〈戦略のゲ

ーム〉の内部で一部の参加者たちによって部分

的に形成されるものである。他方，サイモンに

あっては， {社会的交換経済〉一般が問題なので

46) von N eumann and Morgenstern， 0，戸.cit. ，pp.14 
15. 

47) Ibid.，p.15n. 

はなくて，もっと狭く〈管理組織〉自体が研究

対象とされるのであるから，通常の意味での〈管

理組織〉内部の運営が一つの〈戦略のゲーム〉

として捉らえられるかに受け取られるかもしれ

ない。しかしながら，サイモンが〈管理組織〉

の参加者のなかに，その組織の〈顧客〉を含め

ていたことは，すでに周知の事柄でなくてはな

らない。彼は〈管理組織行動〉の合理性を考え

るに当たって，換言すれば， {知足的行動〉を考

えるに当たって，{管理組織〉の内部のみならず，

その〈顧客〉も含めた，より広い世界を一つの

〈戦略のゲーム〉と見なしているものと受け取

られなくてはならないのである。

さて，フォン・ノイマンとモルゲ、ンシュテル

ンは『ゲームの理論と経済行動』の第 I章の第

2節「合理的行動の問題の定性的な議論」を閉

じるにあたって，いま一つのサブセクション 2.

5 ，{ローザンヌ〉理論」を設けている。それは，

次に示すただ一つのパラグラフ(64)のみで構成

されている。

(64) ，本節は，ローザ、ンヌ学派の均衡理論に，

そうしてまた， {個人の計画〉と，その個々の諸

計画の相互連結(“individualplanning" and 

interlacking individual plans)を考慮に入れる

その他のさまざまなシステムの均衡理論に言及

することなく閉じられるべきではない。すべて

これらの諸システムは一つの社会的経済におけ

る参加者たちの相互依存に注意を払っている。

このようなことは，しかしながら，常に，広範

囲に及ぶ諸制限のもとに為されているのである。

時には，自由競争が仮定され，その後にその参

加者たちは固定された諸条件に直面し，そうし

て，多数のロビンソン・クルーソーたちのよう

に行為するーーすなわち，これらの諸条件のも

とでは 1人で孤立していた時のように，再び

独立になる彼らの個人的満足を極大化すること

に，もっぱら熱中する ものと考えられる。

その他の場合には，それとは別の仕組みが用い

られるが，それらはすべて，どれかの，あるい

は，あらゆる型の参加者たちによって形成され
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る《連合体〉の自由な活動を排除することにな

っている(Inother cases other restricting 

devices are used， all of which amount to 

excluding the free play of “coalitioI)s" 

formed by any or alltypes of participants.) 

のである。そこには，しばしば，乙れら参加者

たちの部分的に一致し，また，部分的に対立す

る利害がかれらに影響を及ぼし，そうして，場

合に応じて，かれらを協力させ，あるいは，協

力しないようにさせる方式について，一定の，

しかし，時には隠された，仮定が存在する(There

are frequently definite， but sometimes hidden 

assumptions concerning the ways in which 

their partly parallel and partly opposite inter-

ests will influence the participants， and cause 

them to cooperate or not， as the case may 

be.)のである。このような処置は すくなく

とも，われわれが議論したいと思う水準に照ら

して言えば一一〈論点先取>(aρetitio princiPii) 

になっていることを，われわれは示すことがで

きたと思っている。それは本当の困難を回避し

ており，そうして，経験的に与えられたもので

はない，言葉のうえでの問題を扱っているにす

ぎない(Itavoids the real difficulty and deals 

with a verbal problem， which is not the 

empirically given one.)のである。もちろん，

われわれはこれらの研究の重要性を問うつもり

はない一一しかし，それらは，われわれの問題

に答えはしないのである。 J48)

ここで，われわれはフォン・ノイマンとモル

ゲンシュテルンがオーストリア学派の伝統の流

れの中に立っていることを改めて強く知らされ

るのである。

48) lbid. ，p.15. 
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